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開会 午前 ９時００分 ○議長（岡本 勇君） 皆さん、おはようございます。   皆さんには、ますますご壮健でご活躍のこと、お喜び申し上げます。   本日は大変お忙しい中、定刻にご参集をいただき、ありがとうございます。   ただいまの出席議員は１５名であります。   定足数に達しておりますので、平成２１年第３回京丹波町議会定例会を開会いたします。   直ちに本日の会議を開きます。  《日程第１、会議録署名議員の指名》 ○議長（岡本 勇君） 日程第１、会議録署名議員の指名をいたします。   会議録署名議員は、会議規則第１１９条の規定により、２番議員・坂本美智代君、３番議員・山内武夫君を指名いたします。  《日程第２、会期の決定》 ○議長（岡本 勇君） 日程第２、会期の決定の件を議題といたします。   お諮りいたします。   今期定例会の会期は、本日から９月２５日までの２３日間といたしたいと思います。   ご異議はありませんか。 （「異議なし」と呼ぶ者あり） ○議長（岡本 勇君） ご異議なしと認めます。   よって、会期は、本日から９月２５日までの２３日間と決しました。   会期中の予定については、お手元に配付の会期日程表のとおりであります。  《日程第３、諸般の報告》 ○議長（岡本 勇君） 日程第３、諸般の報告を行います。   本定例会に町長から提出されています案件は、議案第８２号ほか３３件です。   ほか、諮問、報告があります。後日、町長から追加議案の提出があります。提案説明のため、松原町長ほか関係者の出席を求めました。   ８月２６日に議会運営委員会が開催され、本定例会の運営について協議されました。   また、閉会中、各委員会が開催され、所管の調査研究が実施されております。   ７月３０日には、京都府町村議会議長会主催の全議員研修が開催され、全議員参加、研修
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をいただきました。   また、８月２７日には、京都府市町村振興協会主催の市町村議会広報研修会が開催され、議会広報特別委員の皆さんが研修をいただいております。   本定例会までに受理した陳情書をお手元に配付をしております。   また、京丹波町監査委員より、例月出納検査結果報告がありましたので、お手元に配付をしております。   本日、本会議終了後、議会運営委員会、議会広報特別委員会が開催されます。委員の皆さんには大変ご苦労さまですが、よろしくお願いをいたします。   本定例会に、京丹波町ケーブルテレビの自主放送番組録画放送のため、ビデオカメラによる撮影、収録を許可いたしましたので報告いたします。   以上で、諸般の報告を終わります。  《日程第 ４、行政報告》 ○議長（岡本 勇君） 日程第４、行政報告を行います。   松原町長。 ○町長（松原茂樹君） 皆さん、おはようございます。   本日ここに、平成２１年第３回京丹波町議会定例会をお願いいたしましたところ、議員各位におかれましては、公私何かとご多忙の中、ご参集いただきましてまことにありがとうございました。   さわやかな朝晩となり、秋の気配を日一日と感じるこのごろでございます。秋の取り入れも始まり、丹精が報われる実りの多い秋となりますよう願うものであります。   今期定例会は、平成１７年１１月に町政をお預かりいたしまして、また、議員各位におかれましても、任期最終の定例会を迎えました。京丹波町の初代町長として、旧町からのさまざまな調整事項や、新たな課題に直面しながら、新しい町の均衡ある発展を目指し、その基盤づくりに努めてまいりました。   私の至らない点から、ご満足いただけない部分、ご迷惑をおかけいたしましたことの数々をおわび申し上げますとともに、議員各位はもとより、多くの町民の皆様から賜りましたご厚情に、心から感謝とお礼を申し上げます。   連立政権の継続か、政権交代かが焦点になった衆議院議員総選挙の結果は、政権交代を期待する国民の審判が下されました。新しく誕生する政権が、国民の期待にこたえる政治を展開し、行財政基盤の希弱な市町村に配慮した政策とともに、安易な政策転換や制度改正など
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により、混乱を招くことのないよう、強く願うものであります。   夏を迎え、一時、終息傾向にあった新型インフルエンザの感染が、８月中旬から本格化し、先ほど発表された厚生労働省の推計罹患率２０％での流行シナリオでは、発生のピークは９月下旬から１０月上旬、最大１日約７６万人が発症する見通しとされております。   幸い、夏休み明けの幼稚園や小中学校からは、感染の報告はなかったところ、実は、昨夜、町内の小学生が１名、感染と判明いたしました。そのお母さんも、熱があるという報告も受けておりまして、集団感染の発生、重症化するおそれのある基礎疾患を持つ人や、乳幼児への感染など、関係機関と十分連携した対策に努めたいと考えております。   ７月下旬から８月上旬にかけて、西日本を中心に、不安定な天候が続き、山口県防府市や、兵庫県佐用町など、集中豪雨による大きな災害が相次ぎました。本町におきましても、この間、延べ５回もの大雨洪水警報が発令され、大きな被害はなかったものの、緊張の連続でありました。   明後日５日には、丹波自然運動公園を中心に、大規模地震を想定した京都府総合防災訓練が行われます。今回は、従来の関係機関による訓練だけでなく、住民の皆さんによる地域発災対応型訓練や、住民避難、誘導訓練などの住民参加型訓練も行われ、訓練体験を通じて、災害発生時の行動や、地域防災力の向上が図れることを期待するものであります。   また、本町では、現在、民生児童委員協議会の協力を得て、要支援者名簿の作成を進めており、本訓練を契機として、自主防災組織の設立に向けて取り組みを進めるなど、総合的な要支援者対策、地域防災力の向上に努めてまいりたいと考えております。   国道２７号下山バイパスが、１０月下旬に開通の運びとなりました。本バイパスは、昭和５９年に事業化され、全体事業費約１３３億円の巨費を投じ、下山藤ヶ瀬地内から富田長野地内までの延長４キロの新設道路であります。これにより、現道の異常気象時通行規制区間の解消や、幅員の狭小、線形不良による交通安全上の課題が解消され、安全で安心な道路交通の確保と、通過交通の転換による歩行者の交通安全性が向上することに安堵いたしております。   あわせまして、本道路建設にご尽力、ご協力いただいてまいりました関係各位に厚くお礼申し上げます。   先日、総務省の来年度予算概算要求が公表されております。これによりますと、地方財政収支の規模は、２，０００億円増額の８２兆８，０００億円、地方交付税は出口ベースで６６１億円増額の１５兆８，８６４億円となっております。   歳出では、これまで抑制基調であった公共事業が前年度ベースに据え置かれたことや、過
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疎地域対策として、産業振興や集落維持などのための調査研究活動への交付金３億２，０００万円が新規計上されております。   最大の行政改革といわれる合併の効率化を上回るスピードで、地方財政規模の縮小とともに、財政制度の見直しや歳出削減が進められてきた中、さらに政権交代という大きな転換を迎えることになり、新政権による予算編成の動向に十分留意した行財政運営を図ってまいりたいと存じます。   以上、行政報告とさせていただきます。 ○議長（岡本 勇君） 行政報告を終わります。   ここで、暫時休憩といたします。 休憩 午前 ９時１５分 再開 午前 ９時１６分 ○議長（岡本 勇君） 休憩前に戻り、会議を開きます。  《日程第 ５、請願の委員会付託》 ○議長（岡本 勇君） 日程第５、請願の委員会付託を行います。   今期定例会に本日までに受理した請願は、お手元に配付の請願文書表のとおりであります。   請願第２号は、産業建設常任委員会に付託することといたします。  《日程第 ６、議案第８２号 平成２１～２２年度 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金  事業 京丹波町有線テレビ（ＣＡＴＶ）拡張整備事業 加入者設備整備工事請負契約につい  て》 ○議長（岡本 勇君）  日程第６、議案第８２号 平成２１～２２年度 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業 京丹波町有線テレビ（ＣＡＴＶ）拡張整備事業 加入者設備整備工事請負契約についてを議題といたします。   町長の提案理由の説明を求めます。   松原町長。 ○町長（松原茂樹君） それでは、本日提案させていただきます議案につきまして、その概要を説明させていただきます。   議案第８２号 平成２１～２２年度 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業 京丹波町有線テレビ（ＣＡＴＶ）拡張整備事業 加入者設備整備工事請負契約につきましては、株式会社協和エクシオ関西支店と、５億５，６５０万円をもって契約を締結するものであり
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ます。   工事の概要につきましては、ケーブル引き込みや、幹線ケーブル敷設工事、ＯＮＵの取りつけ、関連システムの構築などを行うものであります。   工期は、平成２３年３月１８日までとしております。   以上、簡単でございますが、提案理由の説明とさせていただきます。   ご審議賜りまして、原案にご賛同いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 ○議長（岡本 勇君） 補足説明を、担当課長に求めます。   岩崎企画情報課長。 ○企画情報課長（岩崎弘一君） ただいま上程となりました、議案第８２号 平成２１～２２年度 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業 京丹波町有線テレビ（ＣＡＴＶ）拡張整備事業 加入者設備整備工事について、補足説明をさせていただきます。   このたびの請負契約にかかります工事概要でございますが、大まかに申し上げますと、幹線ケーブルから分岐をしまして、加入者の居宅等まで光ケーブルを引き込み、光信号を電気信号に変換する装置、ＯＮＵでございますが、そうしたものを設置するものでございます。   内容的には、工事概要を議案の後ろにつけておりますけれども、居宅等への引き込み、ドロップケーブルでございますが、総延長３３万９，９２０メートルの架設、ＯＮＵ４，２４９台の取りつけ、また、丹波地区内での幹線ケーブル２万３，８２７メートルの敷設、その他加入者管理システム等の構築でございます。   それでは、議案を朗読させていただきます。   議案第８２号 平成２１～２２年度 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業 京丹波町有線テレビ（ＣＡＴＶ）拡張整備事業 加入者設備整備工事請負契約について。    平成２１～２２年度 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業 京丹波町有線テレビ（ＣＡＴＶ）拡張整備事業 加入者設備整備工事について、下記のとおり請負契約を締結するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号並びに京丹波町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または取得の範囲を定める条例（平成１７年条例第４７号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 記  １ 工事名     平成２１～２２年度 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業             京丹波町有線テレビ（ＣＡＴＶ）拡張整備事業 加入者設備整備工事。  ２ 契約金額    ５億５，６５０万円。  ３ 契約の相手方  大阪市西区京町堀３丁目６番１３号 
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            株式会社 協和エクシオ関西支店              取締役常務執行役員支店長 高橋 勝己  ４ 契約の方法   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第１項の規定によ            る一般競争入札。  ５ 契約履行場所  京都府船井郡京丹波町内  ６ 契約期間    議会の議決を得た日から平成２３年３月１８日まで。     平成２１年９月３日提出 京丹波町長 松原 茂樹   なお、参考に、工事概要のほか工事のイメージ図、また入札結果表を添付しております。   以上、議案第８２号の補足説明とさせていただきます。   ご審議賜りましてご議決いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 ○議長（岡本 勇君） 以上、説明のとおりであります。   これより、議案第８２号の質疑を行います。   １０番、山田君。 ○１０番（山田 均君） 担当課長にお尋ねをしたいんですが、資料でつけていただいておりますＯＮＵの取りつけの４，２４９カ所、加入状況により増減ということが記載されてあるわけですが、現時点で、申し込みというのが取りまとめられて４，２４９カ所ということなのか、あくまで見込みということなのか。   見込みということであれば、全体の対象となる箇所といいますか、件数といいますか、いうのは幾らなのか、あわせてお尋ねしておきたいと思います。 ○議長（岡本 勇君） 岩崎企画情報課長。 ○企画情報課長（岩崎弘一君） ただいまご質問のＯＮＵ４，２４９カ所の部分でございますが、現時点では、まだ申し込みを受け付けておりませんので、見込みということでございます。   ただ、この４，２４９カ所の箇所数の拾い出しでございますけれども、丹波地区、和知地区におきます拡張地域においての住宅配置図等、図面上から拾い出しを１つずついたしまして、その積み上げの数字でございます。 ○議長（岡本 勇君） １０番、山田君。 ○１０番（山田 均君） 増減ということになっておるんですが、ふえるという場合はどういうぐあいにふえると。減るのは、取りつけやめるという場合には減るということは起こると思うんやけど、ふえる場合はどういうことがあるのか、お尋ねしておきたい。   今回、瑞穂、丹波和知ということで、全域にこの工事を拡張して、ＣＡＴＶが全体に網羅
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されるということになろうと思うんですが、当然、エリアというのは、もう京丹波町内エリアになっておると思うんですが、例えば、対象外になるようなとこは、これ町内出てくるのかどうかということ。一番大きい問題としては、この情報の一元化ということで、それを通じて情報が送っていくんだと、こういうことになっておる、基本的な考え方としてはなっておるわけなんで。   当然、ポツンと離れたとこも、将来あり得ると思うんですけれどもね、家が。京丹波町内の中で。そういうののカバーというのは、どういうぐあいにしていくんやと。特に、地上デジタルの関係も、民間のものは受けられないと。一応、ケーブルテレビということになってますので、一応、こういう今の情報が発信させていく、非常にそういう点からいうと大事な部分もあるんですが、その辺は、あわせてどうなのか、ちょっとお尋ねしておきます。 ○議長（岡本 勇君） 岩崎企画情報課長。 ○企画情報課長（岩崎弘一君） まず、増減の関係でございますけれども、今回の工事の期間というのは、平成２３年３月１８日までといたしております。   住宅地図的な部分からの拾い出しということで、先ほどのＯＮＵの数値等を押さえておるわけでございますけれども、今後、そういう部分については、対象は、町内の住民の方々以外、いわゆるセカンドハウス、また事業所等も含むということにしておりますので、今後の、いわゆる新興住宅地等々の家の増築等も見込まれるということがあると思っておりますので、そうした場合には、増という形が見えてくるというふうに思っております。   それから、ＣＡＴＶの一元化ということに関して、今後、離れた場所での加入等々には、どういう手法といいますか、どういう形を考えているかということでございますけれども、今回の拡張整備にかかる部分については、平成２３年３月３１日までは、ある一定、距離が離れておっても町の責任においてＯＮＵまで、居宅の軒先までは引かせていただくという約束事をしております。それを超えますと、離れた場所については、個人負担で引込線等はお世話になっていくという形でございます。   以上でございます。 ○議長（岡本 勇君） ７番、小田君。 ○７番（小田浩治君） この契約の中での幹線ケーブル延長工事について、お尋ねしたいんですけれども。   既に９月末完了で、幹線ケーブルの工事については、既に契約があるわけなんですけれども、この工事内容というのは、今回、既に契約されておる工事の内容との関連と言いますか、仮にやった工事を本工事に戻す工事なのかどうか、その点について、まずお尋ねしたいとい
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うふうに思います。 ○議長（岡本 勇君） 岩崎企画情報課長。 ○企画情報課長（岩崎弘一君） 幹線ケーブルの延長工事の部分でございますが、当初は、１７０キロ、幹線ケーブルを引かせていただくということで、平成２０年度契約に組み入れて計画を立てておったところでございますが、期間の変更等で、皆様方にもご説明を申し上げましたけれども、ある一定、二次占用、関電、ＮＴＴ、関電柱でございますけれども、二次占用の同意が得られなかったという部分等がございまして、工事が若干おくれてきたというようなことをご説明させていただきました。   そういうことから、２０年度内に大方の部分、ご同意をいただいたわけでございますが、１件ご同意が得られなかったということで、幹線ケーブルがこの９月までも引けないような状況ということも考えられました。   ですから、そこについては、代替手段としての工事の内容変更をさせていただきまして、ここの新しい部分については留保させていただいたということでございます。   したがいまして、今回の工事の中に組み入れをいたしまして、幹線ケーブルが引けていない部分、１７０キロの内数でございますけれども、残っておった部分を、今回、工事の中に組み入れて、すべて完成させていくという考え方で進めさせていただいております。 ○議長（岡本 勇君） ７番、小田君。 ○７番（小田浩治君） そうしますと、既に契約されておる工事内容との関係というのは、今回、契約される中身は、新たな工事というのになるのか、既に契約されとる工事の中に含まれておる工事の一部分ということになるのかということと、それから、もう１点は、この幹線ケーブルの延長工事の契約も含めて、２３年３月１８日までということになるんですけれども、森とか安井とか塩田谷方面の、いわゆる視聴可能と言いますか、ケーブルテレビの視聴可能時期というのが、最大、遅くなるところの２３年３月１８日まで視聴ができないということも考えられるんじゃないかなというふうに思うんですけれども、その点についての考え方をお尋ねしておきます。 ○議長（岡本 勇君） 岩崎企画情報課長。 ○企画情報課長（岩崎弘一君） 今回、あげさせていただいております幹線ケーブルの工事については、さきに、平成２０年度の契約とは、完全に切り離した別個の契約ということでございます。   それから、地域での視聴の状況が、この工事のおくれでどうなるのかという部分でございますけれども、工事については、１０月終わりまでには受付の申し込みを始めさせていただ
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きたいと思っておりますので、工事は、今、調整をしておりまして、この１０月下旬ぐらいから工事に入れるよう、早くするようということで、今、工事の力配分を考えてさせていただいております。   したがいまして、平成２３年のぎりぎりまでということではなしに、ほかの地域とも足並みをそろえられるような状況までもっていきたいと考えております。 ○議長（岡本 勇君） １０番、山田君。 ○１０番（山田 均君） 町長にお尋ねをしておきたいんですが、エリアの関係なんですけれども、京丹波町内では、一応、ケーブルテレビが網羅されるということで、例えば地上のデジタル放送も、民間のアンテナは来ないということになるわけで、一応、そういうことになりますと、今もありましたように、離れたとこに、例えば住んだ場合には、自費で全部引っ張らんなんということは、相当、大きなお金が要ると、幹線を引っ張ろうと思えば、いうことになろうと思うんですけれどもね。   だから、言うたら、例えば京丹波にすれば、当然、税というのは義務ですから、払うと。払うということは、やっぱり公共のサービスも均等に受けられるというのは、基本やと思うんですね。だから、そういうことと同時に、その緊急時のこととか、やっぱり個人が選べないということにもなるんで、それは今の時点では、そういう見解かもしれんけども、検討はしてるじゃないかと。法はどうあるかという問題もあるんですが、ちょっとその辺の考え方だけは、やっぱり京丹波町の方に住んでくれというて呼びかけて、例えばちょっと離れたところへ住んだと。その方は、いろんな、水道にしても下水にしても当然負担もあるんやけど、例えば、電気とか、電話やったら幹線を引いて、会社が引くわけですのでね。もちろん、加入金とか利用料が要るわけやけど、やはりそういう公共的なサービスというのは、やっぱりそういう形で一定の負担は必要かもしれませんが、大幅な負担が要るということになれば、どうやという問題もあるんで、十分な検討を、今後の課題としてしていただく必要があるんじゃないかという点で、ちょっとその辺の考え方だけ聞いておきます。 ○議長（岡本 勇君） 松原町長。 ○町長（松原茂樹君） 議員ご指摘のとおり、全町域をカバーしていくというのは基本だろうというふうに思いますし、現状の考え方もあるわけでございますが、できるだけ、個人負担の部分も出てこようかと思いますけれども、そこは、耐え得る額というのは、当然あろうかと思いますので、十分、検討をしてまいる必要があるというふうに思ってます。 ○議長（岡本 勇君） ８番、横山君。 ○８番（横山 勲君） 少し、このことについて関連をしてお尋ねしたいというふうに思いま
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す。   というふうに申し上げますのは、今回の入札、落札額を見ておりましても、設計予算額から見ますと、かなりの圧縮をされているわけでございます。   これは、今回のみならずして、２０年度に実施をされました内容につきましても、同じようなことで、すべてが落札率６０％台だったというふうに記憶をいたしておるわけでございます。   そういうことの中で、私は１点、一般質問の中で料金設定の問題についてもお尋ねをした経過があるわけでございますが、そのときのお願いとして、１つには、こうしたことについてのシミュレーションをひとつ、ぜひ提出をしていただきたいと、こんな思いのお願いと言いますか、要望をしたわけでございますが、回答をいただきましたのは、できるだけ早い時期にシミュレーション等をお出ししたいと、こういうようなお話でございました。   その辺のことが、お尋ねいたしますとあわせて、今、申し上げてますように、これ落札率が、平均いたしますと、私まだ計算はしておりませんけれども、想像では６５％ぐらいにはなるんではなかろうかなと、こんなふうに思います。   と言うことになりますと、当然のことながら、利用料金等をいろいろ、瑞穂の例として、２，０００円ということで決められ、費用計算等々というお話でございましたですが、これだけ投資金額が減ってまいりますと、利用料金の２，０００円の問題については、これ見直すべきではなかろうかなと。あるいはまた、見直しができるような状況ではなかろうかなというふうに思うわけでございます。   まずその辺をお尋ねをいたしますことと、あわせて２０年度の５億２，５００万円の部分については、補助金なり、あるいはまた自己資金、地方債等のことについてもお尋ねしたわけでございますが、そうしたことにつきましても、今もお話がありましたが、わかっておれば教えていただきたいと思います。   以上でございます。 ○議長（岡本 勇君） 岩崎企画情報課長。 ○企画情報課長（岩崎弘一君） まず、今回のＣＡＴＶにかかわります利用料２，０００円の考え方でございますけれども、先ほど、議員ご指摘のように、工事費につきましては、入札率が６０％台等々で、現在、推移しておるというのは事実でございまして、いわゆる投資に係る部分については、相当、低くなってきたということで、将来的な財政指標的な部分を考えますと、非常に助かる部分、町としては負担が軽減されたということで、喜ぶべきことというふうに考えております。 
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  ２，０００円の絡みでございますけれども、月額２，０００円の考え方につきましては、投資的な部分、公債費でありますとか、そういう部分、イニシアルコスト的な部分というのは、現在のところ考えておりません。そういう部分での２，０００円の設定でございます。したがいまして、経常的な運営管理に係る経費をありてシミュレーションいたしまして、２，０００円の額を設定しておるということでございます。ですから、２，０００円の今後の考え方については、経常的な部分と、今後の投資的な部分というふうに分けて考えておりますので、ある一定、議員おっしゃるような部分も含めて、今後考える、一緒になって、すべてを、投資の部分と維持管理の部分を考える考え方であれば、見直しという部分も出てこようかと思いますが、現時点では、維持管理の経常的な部分からの考え方ということで、数字的には、今後、理事者にもお示しをして、判断を仰ぐということになろうかと思いますが、現時点では考えられないのではないかというふうに思っております。   それから、財源的な考え方でございますけれども、今回、５億２，５００万の部分でございますけれども、基本的には、その３分の１については、農林水産省の交付金、残りの額については、過疎債等、うまみのある起債でということの充当を考えておりまして、一般財源には、相当少なくなるということで、現在は考えております。 ○議長（岡本 勇君） ８番、横山君。 ○８番（横山 勲君） ただいまの利用料金の設定の考え方について、ご答弁をいただいたわけでございますが、政策的な考え方の部分があるだろうというふうに思いますが、私は、基本的には、こうした事業については、いつも申し上げてますように、収支採算を伴う企業会計的なことで処理をすべきであるというふうに思います。というふうなことを考えますときには、どうしてもやっぱり維持管理時だけでの経費計算については、利用料計算については、いかがなものだということを思う１人でございますので、ぜひ、ひとつ今後検討いただけるということでございますから、その辺のことも含めて、検討をいただいておくようにお願いを申し上げます。   あわせて、１点だけ、実は危惧することがあるわけでございます。というふうに申し上げますのは、全体の総事業費を１９億６，２００万円ということでくくられましたときのそうした、いわゆる設計段階といいますか、共通仕様書づくりといいますか、そういう段階に基づいて、いろいろ工事が発注されてきておるわけでございますが、本日までは、幹線工事だとか、引込工事だとか、そういうものが重点であるわけではございますが、一般の土木建築と違いまして、これは設備工事でございますので、時によってはメンテナンス等のことを一部心配する必要もあるんではなかろうか。というふうに申し上げますのは、苦い経験がある
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わけでございますが、我が町の、旧丹波の時代でございますが、新田のああした堆肥センターについては、いわゆる機械が悪い、施工が悪い、あるいはコンクリートが悪い、お互い何か責任のなすり合いをしたような感じが見受けられるような状態もあったというふうに思うわけでございますが、こうした設備工事については、できるだけ行政については、集約もしていただく。そして責任の明確もきちんとしていくと、そんなふうな考え方も、片一方では必要ではなかろうかというように思いますので、そのことについての考え方についてお尋ねをいたします。 ○議長（岡本 勇君） 田端参事。 ○参事（田端耕喜君） ただいまの横山議員さんからのお尋ねでございますが、今回、やはり公共事業というとらまえ方で事業の方を考えさせていただきまして、当初の設計におきましても、できる限り、国土交通省の方の指針が出ているもの。あるいはまた、その予定価格等の単価の算出根拠があるもの、すべて参考にさせていただきながら、全体事業費もつかませていただき、また、それぞれの発注時期におきまして、その競争性を高める中で、今回、一般競争入札という手法をとらせていただきました。   いずれの方法にいたしましても、先ほど、横山議員さんからお話がございましたように、やはり総合的な設備ということになりますので、メンテナンスの問題は多々あろうかと思いますが、私どもといたしましても、一定以上の企業の実績を持ち、あるいはまた、それだけの責任のある会社というのを入札に参加していただきましたので、そこは私どもの中で、私どもが検査の中でお預りする設備ということで、できるだけ長もちできるように、責任を持たせていただきまして、今後、管理に努めさせていただきたいと、このような考えで進ませていただいたところでございます。   以上でございます。 ○議長（岡本 勇君） ８番、横山君。 ○８番（横山 勲君） 先ほどもう１点、シミュレーションのことについて申し上げたんですが、一般質問のときに、できるだけ早く提出をするということでお約束をいただいたんですが、いつごろになりますのか、そのできるだけ早いというできるだけとはいつごろなのか、もうそろそろいただいてもいいんじゃないかなというふうに思うんですが。   ご答弁いただきますように、お願い申し上げます。 ○議長（岡本 勇君） 岩崎企画情報課長。 ○企画情報課長（岩崎弘一君） まだ、少し２３年度まで、工事的には、来年度ですべて終わりたいとは思っております。 
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  来年度の初めあたりには、残りの部分というのも、入札に付していくという状況になろうかと思いますので、そうした部分で、最終的には、いわゆる投資の部分も含めてシミュレーションができるものというふうに考えております。 ○議長（岡本 勇君） 先ほど、田端参事を参与と呼びまして失礼しました。訂正しておきます。   これをもって、質疑を終結いたします。   これより討論を行います。   討論はありませんか。   討論なしと認め、討論を終結します。   これより、議案第８２号を採決します。   議案第８２号 平成２１～２２年度 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業 京丹波町有線テレビ（ＣＡＴＶ）拡張性事業 加入者設備整備工事請負契約について、原案のとおり決することに賛成の方は挙手を願います。 （全員 挙手） ○議長（岡本 勇君） 挙手全員であります。   よって、議案第８２号は、原案のとおり可決されました。  《日程第 ７、諮問第 １号 人権擁護委員候補者の推薦について～日程第４０、認定第１７  号 平成２０年度京丹波町国民健康保険瑞穂病院事業決算の認定について》 ○議長（岡本 勇君） お諮りいたします。   ただいまから上程になります日程第７、諮問第１号 人権擁護委員候補者の推薦についてから、日程第４０、認定第１７号 平成２０年度京丹波町国民健康保険瑞穂病院事業決算の認定についてまでの議案につきましては、本日は提案理由の説明のみとし、質疑、討論、採決は後日の日程といたしたいと思いますが、これにご異議はありませんか。 （「異議なし」と呼ぶ者あり） ○議長（岡本 勇君） ご異議なしと認めます。   これより、日程第７、諮問第１号 人権擁護委員候補者の推薦についてから、日程第４０、認定第１７号 平成２０年度京丹波町国民健康保険瑞穂病院事業決算の認定についてまでを一括議題といたします。   町長の提案理由の説明を求めます。   松原町長。 



 

－１９－ 

○町長（松原茂樹君） 引き続き、提案理由の説明を申し上げます。   諮問第１号 人権擁護委員候補者の推薦につきましては、任期満了となります西山園子委員に、引き続きお力添えを願っておりましたが、新しい委員さんのもとで、さらなる人権意識の高揚と擁護を図ってほしいとのご意思もあり、それを尊重させていただきました。   ここに改めて、長年のご苦労に敬意と感謝を申し上げます。   後任の委員には、京丹波町粟野町１５番地にお住まいの山内津八子氏を推薦させていただくものであります。山内さんは、長く教員としてお勤めになり、広く社会の実情に精通され信望が厚く、人権について深いご理解と認識のもとに、職務を適切に務めていただける適任者であると存じております。ご同意いただきますよう、お願い申し上げます。   次に、条例案件でありますが、議案第８３号 京丹波町介護療養型老人保健施設の開設に伴う関係条例の整理に関する条例の制定につきましては、必要な関係条例の規定に介護療養型老人保健施設を追加するもの。   議案第８４号 京丹波町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定につきましては、給料の調整額の見直し及び介護療養型老人保健施設に勤務する職員への適用を追加規定するもの。   議案第８５号 京丹波町税条例の一部を改正する条例の制定につきましては、電気自動車に対する軽自動車税の減免について規定するもの。   議案第８６号 京丹波町国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定につきましては、健康保険法施行令の改正に伴い、経過措置を設けた出産育児一時金の支給額を改正するもの。   議案第８７号 京丹波町国民健康保険病院及び診療所使用料等に関する条例の一部を改正する条例の制定につきましては、和知診療所の病床廃止に伴う病室使用料及び在宅医療等交通費の改正を行うもの。   議案第８８号 京丹波町水道事業給水条例の一部を改正する条例の制定につきましては、公共料金等審議会の答申を踏まえ、合併後の一体性の確保や負担の公平性の観点から町内水道料金の料金体系を統一するとともに、あわせて口径７５ミリメートル以上の超過料金について見直しを行うもの。   なお、料金の急激な変化は、住民負担に及ぼす影響も大きいことから、基本料金についてては、２カ年で本則料金となるよう、経過措置を設けることといたしております。   議案第８９号 京丹波町水道事業加入分担金徴収条例の一部を改正する条例の制定につきましても、前号議案に同じく町内水道加入分担金を統一するものであります。   次に、補正予算案件でありますが、議案第９０号 平成２１年度京丹波町一般会計補正予
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算（第４号）につきましては、補正前の額１０４億１，１５０万円に、今回、１５億１，０６０万円を追加し、補正後の額を１１９億２，２１０万円とするものであります。   今回の補正予算につきましては、国の追加経済対策である地域活性化経済危機対策臨時交付金３億６，３１４万円、及び公共投資臨時交付金４億１８０万円を財源とする諸事業に、１２億３，３６１万７，０００円を盛り込んだ編成といたしております。   主な交付金事業では、瑞穂地区における保育所建設事業に３億９，１９５万円、桧山小学校耐震改修事業等に５億５９８万６，０００円、瑞穂中学校屋内運動場耐震改修事業に２億４，２５７万１，０００円など、安全安心な保育、教育環境の整備に積極的に取り組むこととしております。   また、地元要望事業の実現に向けては、農道整備事業４地区、道路新設改良事業２路線に３，１８９万円を計上したところであります。   このほか、補正をいたします内容につきましては、４月に人事異動、人事院勧告に伴う人件費の精査を行うとともに、地域集会所やグラウンド施設の整備事業を支援する自治振興補助金に７４６万円、健全な財政運営の大きな課題である土地開発公社先行取得用地につきましては、毎年の利子借入金の累積解消を図るため、その買い戻しに５，９８０万円を計上したところであります。   保健福祉面では、子育て応援特別手当事業に１，２５９万４，０００円を計上しております。国の平成２０年度第２次補正予算に措置された同手当を、さらに支給対象（３歳から５歳まで１人当たり３万６，０００円）を、第１子まで拡大して、２１年度に限り実施するものであります。また、受診率が低い女性特有のがん検診推進事業に、３７２万９，０００円を追加計上しております。   農林業の振興面では、地域就農希望者の農業研修施設整備事業に２，５００万円、農道安栖里坂原線改良工事に２，１００万円。   教育費では、町の学童保育施設を民間企業から借り上げている現状から、これを返却し新たに町小学校校舎内に学童保育施設を設ける改修工事に７１４万円を計上しております。   このほか、事業の進捗により精査及び調整を加え編成いたしたものであります。なお、投資的な経費につきましては、地域経済の維持拡大のために、早期執行を念頭に置き、事業推進を図ってまいる所存であります。   歳入といたしましては、普通交付税が確定し、その伸びによる追加額３億１，０３９万８，０００円、前年度繰越金１，２９３万円を主なものとして、関連する特定財源の精査により編成いたしたものであります。 
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  議案第９１号 京丹波町国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）では、事業勘定において、補正前の額１８億９，１０９万４，０００円から、８６３万４，０００円を減額し、補正後の額を１８億８，２４６万円とするものであります。   国保税の本算定による減額のほか、議案第８６号に関連した出産育児一時金の追加、本年度の後期高齢者支援金等の負担額の確定や過年度分の精査に伴う返還金等について所要の補正を行うものであります。   和知診療所勘定では、補正前の額３億３，７１９万７，０００円から５，２５４万７，０００円を減額し、補正後の額を２億８，４６５万とするものであります。   介護療養型老人保健施設の開設に伴い、これらに係る予算の執行については、新たに介護保険特別会計内に老人保健サービス勘定を設け、執行することから、相当分を減額するものであります。   和知歯科診療所勘定では、補正前の額７，００７万２，０００円に１５万４，０００円を追加し、補正後の額を７，０２２万６，０００円とするものであります。人件費等の精査によるものであります。   議案第９２号 京丹波町介護保険事業特別会計補正予算（第１号）では、事業勘定において補正前の額１６億８，８５３万９，０００円に、今回、５，５９８万６，０００円を追加し、補正後の額を１７億４，４５２万５，０００円とするものであります。給付費準備基金への積立及び過年度分の清算による国・府支出金等の返還金について、追加計上したものであります。   サービス事業勘定では、補正前の額６８３万４，０００円に３３万１，０００円を追加し、補正後の額を７１６万５，０００円とするものであります。介護予防給付管理システムの改修経費等の追加を行うものであります。   介護療養型老人保健施設の開設に伴い、新たに設けました老人保健施設サービス勘定では、６，７１８万円を計上いたしております。和知診療所勘定からの組替分に加え、施設運営に必要な経費を見積もり編成したものであります。   議案第９３号 京丹波町水道事業特別会計補正予算（第１号）では、補正前の額１２億７，７８０万円に今回、３，２８０万円を追加し、補正後の額を１３億１，０６０万円とするものであります。主に、畑川ダム建設に伴う水道管の仮設配管工事費の追加等であります。   議案第９４号 京丹波町下水道事業特別会計補正予算（第１号）では、補正前の額１０億２，３００万円に、今回、２，４３０万円を追加し、補正後の額を１０億４，７３０万円とするものであります。主に、計画中の京都縦貫自動車道丹波インターチェンジ拡張整備に伴
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う市森処理場の撤去及び、代替施設となる須知処理場までの管路等の測量設計業務について、追加費用を計上したものであります。   議案第９５号 京丹波町町営バス運行事業特別会計補正予算（第２号）では、補正前の額１億９８８万９，０００円から今回、１９１万７，０００円を減額し、補正後の額を１億７９７万２，０００円とするものであります。人件費等の精査による減額であります。   議案第９６号 京丹波町桧山財産区特別会計補正予算（第２号）では、補正前の額４，２７５万９，０００円に、１４８万２，０００円を追加し、補正後の額を４，４２４万１，０００円とし、議案第９７号 京丹波町三ノ宮財産区特別会計補正予算（第１号）では、補正前の額４２０万円に、今回、１６９万３，０００円を追加し、補正後の額を５８９万３，０００円とするものであります。基金積立や、地域振興事業補助金の追加計上をしております。   議案第９８号 国保京丹波町病院事業会計補正予算（第１号）では、収益的収入及び支出について、補正前の額８億５，５６６万５，０００円に、１，１３６万４，０００円を追加し、補正後の額を８億６，７０２万９，０００円とするものであります。人件費の精査及び医療備品等の追加を計上したものであります。   続きまして、平成２０年度決算認定議案につきまして概略ご説明申し上げます。   平成２０年度は、合併後３年目としての通常予算を編成し、旧町から取り組まれてきた重点的な継続事業の推進と、京丹波町として、均衡ある発展を目指す基盤づくりに努めてまいりました。   昨年度は、道路特定財源暫定税率の１月間の廃止や、原油価格の一時的な高騰で、さまざまな物価の値上がりに及ぶなど、生活不安が増す中、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融不安が、リーマンショックを引き金として、世界規模の経済不況を招き、企業業績や雇用情勢の急速な悪化など、社会生活に深刻な状況を引き起こしました。   本町におきましても、ご心配やご迷惑をおかけしたり、安堵したりのさまざまな出来事がございました。４月には旧浅田農産埋却物の最終処理の完了、７月には、京都府公共事業審査委員会における畑川ダム事業の継続承認、８月末には、ＰＣＢ汚染物質の本町への持ち込み計画が発覚しましたが、持ち込み禁止条例の制定を初め、署名活動や連日の監視活動など、住民、議会、行政の一体となった取り組みにより、持ち込みを阻止することができました。９月には、京都縦貫自動車道、丹波綾部道路の京丹波和知インターチェンジから安国寺インターチェンジ間が開通するなど、全線開通に向けた工事が進んでいるところであります。   このような中、経済危機に対処するため、国の臨時的措置として、緊急安心実現総合対策交付金、定額給付金、子育て応援特別手当、生活対策臨時交付金事業などが次々と打ち出さ
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れ、本町の実情に応じた事業を推進する追加予算を編成し、経済対策の着実な実施に努めたところであります。   一般会計の決算額は、歳入１０１億６，１５７万円、歳出９９億２，６２７万円、うち翌年度への繰越財源１億７，２３７万円を差し引いた実質収支では、６，２９３万円の黒字となりました。   これに、病院を除く１５特別会計を加えた決算総額は、歳入１７１億５，４４６万円、歳出１６８億４，５３４万円、実質収支は１億３，２７５万円の黒字となっております。   一般会計では、平成１９年度の黒字となった実質収支額８，９８２万円を差し引いた単年度収支では２，６８９万円の赤字であります。   一般会計の主な執行面でありますが、総務費では公共料金等審議会から答申を受け、町の一体性の確保や、受益と負担の適正化について調査研究を進めたところであります。一昨年の残念な不祥事の発生を契機に、適正な入札執行、検査体制の確立に取り組んできたところですが、さらに入札契約事務の透明性、公正性を高め、効率的な入札手続を進める電子入札のシステム導入に１０８万円を執行しております。   また、京丹波町総合計画の着実な推進を図るため、大学との連携による調査研究を進めるとともに、町民と一緒に築く協働のまちづくりの具体化に向けて、引き続き取り組んでまいりました。   老朽化とともに、崩壊のおそれがあった旧和知第２小学校旧館部分の解体には６７９万円を執行し、安心安全の確保に努めたところであります。   その他、継続的な事業では、山陰線複線化事業補助金に７，５１６万円、合併特例債を活用した振興基金積立事業には１億７６万円、地域コミュニティーをはぐくむ自治振興補助金には５７８万円を執行しております。   民生費では、少子高齢化が進む中、高齢者、障害者の方々が安心、快適に暮らすことのできる環境づくりと、児童福祉における次世代育成の充実、拡充に配慮した予算執行に努めたところであります。障害者の自立支援事業に１億８，９３１万円、介護保険事業には２億９３４万円、老人保健制度から後期高齢者医療制度への移行による京都府後期高齢者医療広域連合への医療給付費負担や、特別会計繰出金などの関係経費に２億１，７４０万円を執行し、制度の円滑な運用に努めたところであります。   また、少子化の振興と家庭、地域を取り巻く環境の変化は、次代の社会を担う子供たちに大きな影響を及ぼしております。２０年度から本町独自による発達支援を必要とする就学前の子供や、その保護者を対象とした療育相談事業に５４６万円、子育て支援センター事業に
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５４２万円を執行しております。このほか、保育所費には３億１，２５７万円を執行し、子育ての意義について理解が深められ、健やかな育成支援に努めたところであります。   また、新たな保育所建設につきましては、２１年度の用地取得に向けた基金に８，９３０万円の積立を行っております。   保健衛生費では、町民一人一人が、健康で明るく、生き生きとした生活の維持のため、その健康を守る継続的な健康教育、健康診査、予防事業などの保健活動が極めて重要であります。合併後、これら健診事業については、住民負担を無料に統一し、運営をいたしております。これらの各種健診や予防事業には、新たな経費として、生活習慣病（メタボリックシンドローム）に着目した特定健康診査等事業１，２２０万円、後期高齢者健康診査事業６２５万円、適正な介護予防事業を実施する高齢者実態把握事業に４２８万円などを含め、８，２９２万円を執行しております。   また、医師、看護師の確保や、医療制度改革等極めて厳しい対応が求められている病院等の診療所費では、３億４９５万円を執行しております。   医療制度改革による療養病床の方向づけ、診療報酬引き下げの影響など、外圧的な今日の医療を取り巻く厳しい環境や、地域医療を支える地方財政の運営に照らし、慎重に検討を重ねる中で、２０年４月から瑞穂病院の病床再編を行うなど対応してまいりましたが、１年を待たず、診療所の常勤医師の確保ができなくなるなど、その後の経過につきましては、議員各位ご承知のとおり、介護療養型老人保健施設の開設に向けて準備を進めているところであります。   不法投棄、水質保全、地球温暖化対策など、重要な政策課題となっております環境衛生面では、下水道会計の繰り出しを含め、４億９，３７５万円、清掃費に、船井郡衛生管理組合の分担金を主なものとして３億７３３万円、簡易水道費に２億８，３９０万円を執行しております。環境問題に対する意識を高め、ごみの減量化やリサイクルの推進等に努めるとともに、畑川ダム建設とともに、統合簡易水道事業の促進や、未給水団地への給水等、安全で安心した水道施設の整備に努めたところであります。   農林水産事業費につきましては、担い手の減少と高齢化の進行による農地の荒廃、集落営農機能の低下が懸念される中、担い手の連携による農地保全や、黒大豆、小豆、そば、京野菜等の特産振興、営農組織への支援など、生産性の高い農業の実現に引き続き努めたところであります。中山間地直接支払い交付金に１億１，３５７万円、特産物等作付奨励金や、産地づくり支援事業等に２，３６２万円、農地水環境保全向上対策事業に９７８万円を執行し、地域ぐるみの協働活動や営農活動支援を積極的に行うとともに、有害鳥獣対策事業として防
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除施設助成を中心に１，０１５万円を執行しております。農業振興及び農業生産基盤整備などの農業施策全般では、６億１，７７８万円の決算となっております。   国の農山村活性化プロジェクト支援交付金を活用した情報基盤の整備につきましては、４年間の事業計画の初年度として１億４，０８２万円を執行しております。   林業費では、森林の多目的機能の保全と地域活動の促進、有害鳥獣対策、林道開設等に１億８，１５７万円余りを執行し、将来を見据えた森林環境の保全整備、育成に努めたところであります。   商工費では、低迷する消費経済の影響を受ける商業、中小企業に対する信用保証料補助金や、融資利子補給、商工会への小規模事業経営支援事業助成などの商工振興対策に３，０２７万円を執行いたしております。   特に、昨年年末から、国内経済雇用情勢の急速な悪化に伴い、京丹波町緊急経済・生活支援対策本部を設置し、実態把握に努めるとともに、相談窓口の開設や２１年度当初には、国の特別交付金を活用した緊急雇用創出事業を実施するなど、引き続き雇用の創出に努めているところであります。   土木費では、畑川ダム建設促進に伴うダム関連事業に３，５３６万円を執行するとともに、道路事業では、認定路線数６８７路線、総延長３８０．８キロメートル余りについて、今後とも計画的な整備に努めるところであります。交通安全施設道路維持や、新設改良費に４億３，５５３万円、都市公園整備事業には、４，９６２万円余りを執行しております。   消防費では、２０年４月から新しい消防団組織に再編し、合併推進補助金を活用した消防車両や防災センターの表示、団統一の訓練服の更新などに２，６１６万円を執行しております。また、多発する自然災害に備える総合型防災マップの作成に６２８万円、住宅用火災警報器設置事業には９，７５０戸分、２，９２４万円を執行し、設置率約８０％を推計しております。   教育費では、総額で６億８，２７３万円を執行いたしております。児童生徒の安心安全な教育環境の整備を図るため、下山小学校の耐震改修事業に３，８２４万円、和知中学校の実施設計業務等に５６３万円を執行したほか、それぞれの分野において必要となります学校運営、教育振興、社会教育の推進に所要の額を執行しております。   教育を取り巻く環境は、教育基本法、学校教育法の改正や、学習指導要領の改定など、教育をはぐくむ環境も、その時代とともに適切に整え、こたえていく必要を強く感じるところであります。同様に、地方自治体が受け持つ教育施設の環境整備も、耐震補強や犯罪対策による児童生徒の安心安全対策とともに、少子化や通学環境の変化に対応したあり方など、多
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方面にわたり、瑞穂地区の小学校の統合に向けましては、万全を期して整備を図る所存であります。   以上、決算概要について、申し上げさせていただきましたが、次に、普通会計をもとにした財政構造面について、申し上げたいと存じます。   地方税では、前年度に比べ、１，２３８万円減額の１７億６，７７９万円となりました。現年度の徴収率につきましては、前年度の９６．６％から９６．５％と、わずかながら前年度を下回る結果となりました。   各会計連携した徴収強化月間や、夜間臨時納付窓口の設置に加え、滞納整理のため府職員と町職員を相互に併任し共同徴収にあたる体制から、さらに本年８月には広域連合である京都地方税機構を設け、来年１月からの業務開始に向け、準備を進めているところであります。税の負担の公平性を確保する観点から、引き続き、努力を重ねてまいりたいと存じます。   また、税等の徴収に不公平感がないように慎重に対処しながら、法令の根拠に照らし、不納欠損処分を徴税６６０万円、国保税２３６万円余りをさせていただきました。貴重な自主財源が徴収に至らなかったことは、まことに申しわけなく思うわけですが、ご理解いただきますようお願い申し上げます。   譲与税交付金関係では、道路特定財源暫定税率の１月間廃止の影響を含め、前年度に比較し４，９５６万円減額の４億８，０９０万円、地方交付税では、普通交付税が新たな地方再生対策費１億７，４３５万円の算入要素を含め、２億９，１６７万円増額の４３億１，４４１万円、特別交付税では、５億７，４０５万円と、前年度に比較し２，４８９万円の減額となっております。交付税制度そのものの制度改正とともに、今後の動向に十分留意した財政運営に努めてまいりたいと存じます。   また、前年度に比べ、歳出では支出を拘束する人件費で３，０３０万円の減額、公債費では、繰上償還額３億円を含み、３，０４２万円、扶助費で４，９６４万円の増額となり、義務的経費全体では４，９７６万円増額の４５億８，９９５万円の決算であります。投資的経費では、道路新設改良事業やケーブルテレビ拡張整備事業の着手など、３億６，８１１万増額の１１億７，１８１万円の決算となっております。   このような決算状況の中で、財政構造の指標となります経常収支比率は８９．７％、実質公債費比率は２０．３％となり、依然として硬直した財政構造となっております。これらの厳しい状況を踏まえ、経常的な経費の節減はもとより、税収の確保、受益と負担の公平性が確保できる適正な財政運営になお一層の努力を重ねてまいりたいと存じます。   また、特別会計の決算状況につきましては、１５特別会計で歳入額総額６９億９，２８９
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万円、歳出額総額６９億１，９０７万円、実質収支は６，９８１万円となっております。   瑞穂病院事業会計では、消費税を除いた収益的収支で、総収入額７億５，２９３万円、総支出額８億１７４万円、収支差引４，８８１万円の純損失となりました。過去２カ年より、収支は改善いたしておりますが、前年度までの繰越欠損金９，５６７万円に加え１億４，４４８万円の未処理欠損金が生じる結果となりました。また、資本的収支では、収入総額５，２３２万円、支出総額５，２９５万円となり、不足する６２万円について、過年度分損益勘定留保資金で補てんしたところであります。   以上申し上げまして、提案理由の説明とさせていただきます。提案させていただきます議案は３４件であります。細部につきましては、会計管理者、また所管する課長より説明いたさせますので、何とぞ慎重にご審議賜りまして、原案にご賛同いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 ○議長（岡本 勇君） ここで、暫時休憩といたします。 休憩 午前 １０時２５分 再開 午前 １０時５５分 ○議長（岡本 勇君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。   補足説明を、担当課長から求めます。   説明は、日程順にお願いをいたします。   岩崎企画情報課長。 ○企画情報課長（岩崎弘一君） それでは、私の方からは人権擁護委員に関します諮問第１号につきまして、補足説明をさせていただきます。   現在、本町では１１名の人権擁護委員さんにご活躍をいただいております。このうち、現在まで２期６年間の長きにわたりましてご活躍をいただいております西山園子さんの任期が、平成２１年１２月３１日で満了となりますことから、後任に山内津八子さんを法務大臣に推薦いたしたくご意見をお聞かせ願うものでございます。   山内津八子さんは、昭和２８年４月１０日にお生まれの方でございます。長年にわたり小学校教員として学校教育等に力を注がれ、退職後も教育委員会指導主事でございますとか、小学校の非常勤講師として勤務されております。まことに高い見識をお持ちの方でございまして、今までの豊富な経験を生かされ、積極的にご活躍いただける適任者であると確信いたしておりますので、人権擁護委員法第６条第３項の規定に基づきまして、人権擁護委員候補者として推薦いたしたいのでご意見を求めるものでございます。   ご審議賜りましてご同意いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 
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○議長（岡本 勇君） 谷総務課長。 ○総務課長（谷 俊明君） それでは、議案第８３号 京丹波町介護療養型老人保健施設の開設に伴う関係条例の整理に関する条例の制定についてから、補足説明をさせていただきます。   １０月１日から、介護療養型老人保健施設の開設に伴いまして、関連する条例に規定をするものでございます。   まず、ページをめくっていただきまして新旧対照表の第１条関係でございますが、京丹波町課設置条例第２条につきまして、地域医療課の分掌事務に介護療養型老人保健施設の事務を分掌させるものでございます。   それから、次の第２条関係でございますけれども、京丹波町職員の管理職手当に関する条例の第３条に、介護療養型老人保健施設長、同じく事務長、同じく看護師長を加えるものでございます。   それから、第３条関係では、京丹波町職員の特殊勤務手当に関する条例の第６条及び第７条に規定いたします危険手当及び待機手当につきまして、危険手当は老人保健施設に勤務する看護師に、それから待機手当は、同じく施設に勤務する医師に支給できることを追加させていただくものでございます。   次に議案第８４号 京丹波町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定につきましても、これもページをめくっていただきまして、新旧対照表をごらんいただきたいと思います。   まず、第７条の給料の調整額でありますが、現在、この調整額につきましては、医師に対しまして、調整手当として支給しているものでございまして、この手当の上限額について、将来にわたる医師の確保、あるいは診療所と介護療養型老人保健施設の双方に勤務する場合の責任、業務の増加という観点からも、これまでの１００分の２５から１００分の５０まで引き上げを行うものでございます。   以下、第１５条の夜間勤務手当、１５条の２の宿日直手当、それから別表の給料表の改正等につきましては、介護療養型老人保健施設に勤務する医師、看護師、職員について、本条例を適用して支給することを規定させていただくものでございます。   以上、簡単でございますが、議案第８３号、８４号の説明とさせていただきます。よろしくお願いを申し上げます。 ○議長（岡本 勇君） 稲葉税務課長。 ○税務課長（稲葉 出君） それでは、私の方からは、議案第８５号 京丹波町税条例の一部を改正する条例の制定につきまして、補足説明をさせていただきます。 
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  このたびの改正につきましては、軽自動車の減免としまして、電気自動車の軽自動車税の減免措置を京丹波町税条例第８９条の２として新設するものでございます。   現在、地球温暖化の影響は既に世界じゅうで観測されており、ＣＯ２削減に向けた取り組みが課題となる中、本町では、環境に優しい地域づくりに寄与する観点から環境性能にすぐれた電気自動車を普及促進するため、軽自動車税の減免措置を講じようとするものでございます。   減免対象としましては、軽自動車税の対象のうち電気を動力源とするもので、平成２２年４月１日現在において登録されているもの及び平成２２年４月以降に新規登録されたものとし、減免期間は今後の電気自動車の普及状況等を勘案しながら５年間、減免額は軽自動車税の全額とするものとし、このほか、減免の手続等細部につきましては、別に要綱を定めた上で本条例の運用に当たりたいと考えております。   それでは、改正条例案を朗読させていただきます。   ページをめくっていただきまして、京丹波町税条例の一部を改正する条例。   京丹波町税条例（平成１７年条例第５０号）の一部を次のように改正する。   第８９条の次に、次の１条を加える。   第８９条の２、町長は、電気自動車に対する軽自動車税を減免することができる。   ２、前項の規定によって軽自動車税の減免を請け負おうとするものは、納期限前７日までに町長が必要と認める書類を提出しなければならない。   附則、この条例は、平成２２年４月１日から施行する。   以上、議案第８５条の補足説明とさせていただきます。   ご審議の上、ご議決賜りますよう、どうぞよろしくお願い申し上げます。 ○議長（岡本 勇君） 伴田住民課長。 ○住民課長（伴田邦雄君） それでは、議案第８６号 京丹波町国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について補足説明を申し上げます。   提案理由といたしましては、健康保険法施行令の改正に伴いまして、出産育児一時金の支給額について改正を行うというものでございまして、平成２１年１０月から平成２３年３月までの間の出産につきまして、現行の３５万円に４万円を加えました３９万円とするというものでございます。   なお、本年１月から施行しております産科医療補償制度の掛金相当分の３万円がほとんどの場合加算をされますので、実際には原則４２万円になるというものでございます。   この趣旨といたしましては、出産に要する費用の実態を踏まえた緊急の少子化対策という
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こととされておりまして、支給方法につきましても、被保険者等が窓口で出産費用を支払わなくて済むように、原則として医療保険者から病院等に直接支払う方法、いわゆる直接支払制度がとられることになっております。   ただし、これは１０月から来年の末までの暫定措置ということになっておりますために、条例の改正方法といたしましては、附則におきましてこの期間についての経過措置ということで既決するものでございます。   なお、この４万円の引き上げの財源につきましては、６分の３が国庫補助、６分の２が地方交付税措置、６分の１が保険税ということになるものでございます。   以上、簡単でございますが補足説明とさせていただきます。よろしくお願いを申し上げます。 ○議長（岡本 勇君） 下伊豆地域医療課長。 ○地域医療課長（下伊豆かおり君） 続きまして、議案第８７号 京丹波町国民健康保険病院及び診療所使用料等に関する条例の一部を改正する条例について、補足説明を申し上げます。   今回の改正は、和知診療所病床の介護療養型老人保健施設への転換に伴いまして、病床を廃止することとなることから、別表に規定しております和知診療所の病室使用料の規定を削除するものでございます。   新旧対照表をごらんください。   病室使用料では、和知診療所の一般病床の個室及び２人室の欄を削除するものでございます。この９月１日からは、１９床すべてを療養病床として運営しておりますけれども、その間の病室使用料につきましては、既存の療養病床と同様に、診療報酬上の療養病床、療養環境加算の届け出をしておりますので、病室使用料と合わせては徴収できないこととなっております。   また、在宅医療等交通費のうち、介護保険適用の訪問栄養指導につきましては、厚生労働省令の規定によりまして、介護保険サービスの運営規定に定めなければならないこととされていることから、今回、介護保険適用の分のみ、別表から削るものでございます。   現在のところ、対象者はございません。   以上、簡単ですが補足説明とさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 ○議長（岡本 勇君） 中尾水道課長。 ○水道課長（中尾達也君） それでは、議案第８８号 京丹波町水道事業給水条例の一部を改正する条例の制定につきまして、補足説明をさせていただきます。   今回の条例改正は、合併時の合併協議に基づき、旧町の水道料金体系を新町に引き継いだ
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ことから、合併後の丹波瑞穂地区及び和知地区の水道料金に差が生じているものでございます。合併協議では、水道使用料、水道加入分担金、水道関係手数料等は現行のとおり新町に引き継ぎ、新町において調整するとされております。昨年１０月には、町公共料金等審議会から水道料金の適正なあり方について答申をいただいたところです。この審議会答申に基づき受益と負担の公平性、町の一体性の観点から、水道料金体系を統一するものであります。   これまでに町政懇談会を通じまして料金改定の考え方をお話しご意見をいただいたところであり、これらのご意見を参考としながら今後の財政運営予測等を行い、基本方針を決定したものです。結果といたしましては、和知簡易水道の水道料金を丹波瑞穂地区の水道料金に合わせた形となりましたが、水道事業の安定した経営には基本料金部分での確保というのも重要であり、また、両地区の今日までの料金改定状況なども考慮しながら算定したところです。   今回の料金改定により、和知地区では、基本料金部分におきまして大幅な引き上げとなりますことから、経過措置を設け段階的な改定を行うものであります。   あわせまして、地域振興施策の観点から、大口使用者への超過料金の引き下げを行うとともに、高齢者世帯への負担軽減対策としまして減免制度を設けることとしております。具体的には、京丹波町に住民登録があり、居住されております満７５歳以上のひとり暮らしの方で、前年度の町民税非課税の方を対象に、基本使用料から１カ月当たり５２５円を軽減することを考えております。参考までに申し上げますと、減免対象となります７５歳以上のひとり暮らし世帯は、平成２１年７月末の見込みで、施設入所者を除き約６８０世帯であり、これは全体の給水件数からの割合で申しますと約１０．５％となります。   それでは、新旧対照表によりご説明をさせていただきます。   １つ目には、条例第１７条第１項第１号のただし書きを削除するものです。現行では、１年以上水道を使用しないことが確実な場合に限り、一時休止を認めていたものですが、運用の実態やサービス低下を防ぐために改正を行うものです。   次に、別表第１、第２３条関係、水道料金及びメーター使用料金表で、丹波・瑞穂地区の水道事業と和知簡易水道の２つの料金表を、水道事業の料金表に一本化するとともに、メーター口径７５ミリメートル以上で超過料金５，０００立方メートルを超える分の料金を、現行２１０円から１８９円に引き下げるものであります。   次に、改正条例本文に戻っていただき、附則をごらんください。   施行期日は、平成２２年４月１日で、施行日以降に行われるメーター検針分から適用としております。また、経過措置としまして、先ほどご説明いたしましたように、引き上げ幅の
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大きい和知地区における負担軽減措置としまして、改正条例の施行日から１年間に限り、各メーター口径における基本料金を減額し、２カ年で正規の金額とするものであります。   以上、補足説明とさせていただきます。   続きまして、議案第８９号 京丹波町水道事業加入分担金徴収条例の一部を改正する条例の制定につきまして、補足説明をさせていただきます。   先ほど説明いたしました給水条例と同様に、現行でそれぞれ異なる加入分担金となっているものを一本化するものであります。   新旧対照表をごらんいただきたいと思います。   ごらんのように、丹波・瑞穂地区の水道事業と、和知簡易水道の加入分担金を水道事業の加入分担金に統一するものであります。施行期日は、平成２２年４月１日としております。   以上、補足説明とさせていただきます。ご審議いただきましてご議決賜りますよう、よろしくお願いいたします。 ○議長（岡本 勇君） 谷総務課長。 ○総務課長（谷 俊明君） それでは、議案第９０号 平成２１年度京丹波町一般会計補正予算（第４号）につきまして、補足説明をさせていただきます。   今回の補正につきましては１５億１，０６０万円を追加させていただきまして、補正後の額を１１９億２，２１０万円とすることについてお願いをしております。   ページを少しめくっていただきまして第１表につきましては、後ほど事項別明細書により説明させていただきます。   ６ページからの第２表地方債の補正でございますが、まず、１つは学校教育施設等整備事業債の関係でございますが、今回、新たに１，５２０万円を計上させていただいております。桧山小学校の大規模改修事業に充当する地方債でございます。   それから、次の一般単独事業債２，０３０万円は、全額ゼロということにさせていただいておりますが、これにつきましては後ほど説明をさせていただきますが、公共投資臨時交付金事業に振替をさせていただくということで、発行をしないということにさせていただくものでございます。   それから、次の地方道路等整備事業債の関係でございますが、１，８８０万円を新たに計上させていただいております。安栖里坂原線、ふるさと農道整備事業ということで、これに充当をさせていただくものでございます。   それから、災害復旧事業で２１０万円計上させていただきましたが、７月１９日に大雨による災害が生じたところでございまして、これに伴います復旧事業費に充当する地方債でご
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ざいます。   それから、８ページでございますが、公有林の整備事業債の関係は、金額には変更はないわけでございますが、利率の借入方式について、内容変更をさせていただくものでございます。   それから、次の臨時財政対策債でございますが、これにつきましては交付税の振替措置として措置がなされているものでございますけれども、確定をいたしましたので確定に伴う数字に計上をさせていただいたところでございます。   それから、９ページの京都府市町村未来づくり資金の関係でございますが、今回、６１０万円を減額させていただいて８２０万円とさせていただいております。これも、公共投資臨時交付金事業に振替をさせていただく関係で、減額とさせていただいたものでございます。   合計では、補正前の額より９４０万円増額の１４億４，２８０万円の発行ということで、現在、整理をさせていただいております。うち、交付税の算入でございますが、約８０％の１１億４，８７０万円余りは、交付税算入をいただける地方債であるというふうに思っておるところでございます。   次に、歳出に計上させていただきました今回の補正の大部分となります経済危機対策臨時交付金事業及び公共投資臨時交付金事業につきまして、お手元にも配付をさせていただきました資料に基づいて先に概略を説明させていただきたいと思います。   まず、上段の経済危機対策の臨時交付金事業でございますけれども、示されました交付金は４億８，９２４万円でございまして、うち、さきの臨時議会で１億２，６１０万円は、既に事業化させていただいたところでございますが、残る３億６，３１４万円を財源とする事業を、今回、提案させていただいております。   １点目は、老朽化の激しい、また消防機関からも指導を受けております山村開発センターの地下埋設の燃料タンクの改修に４１０万円、交付金は３６４万円を充当いたしております。今回の改修については地上型にして改修をする予定でございます。   ２点目は、瑞穂地区における保育所新築事業に３億９，１９５万円、交付金は３億円を充当いたしております。   ３・４点目につきましては、地域要望の事業化を図ったものでございまして、農道整備事業については、２，２１０万円、交付金１，１００万円を充当、その他の財源は、地元分担金６６３万円ということでございまして、４地区の内訳につきましては、丹波地区の下村中畑区、それから瑞穂地区の保井谷区、和知地区の升谷地内の農道舗装を行おうとするものでございます。 
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  それから、道路新設改良事業は９７９万円、これに交付金７８０万円を充当いたしまして、２路線、富田荒木線、それから坂原中線の改良事業を行うものでございます。   ５点目は、桧山小学校の大規模改修事業のうち、単独事業費分８，１０１万８，０００円について、交付金５，０００万円を充当して行おうとするものでございます。   なお、その下段に瑞穂中学校の実施設計業務の交付金の関係につきましては、下の臨時交付金事業の方に振りかえて整理をさせていただく関係で、今回、財源振替をお願いするものでございます。   次に、下段の公共投資の臨時交付金事業でございますが、先ほどの経済危機の交付金事業とどう違うのかということでございますが、この交付金は国が指定いたしました補助金を活用して行う事業の補助金を充てた残りの部分の合計額、９０％相当分が臨時交付金として交付されるということになっておりまして、この計算で算出した額が本町では４億１８０万円を見込むところでございます。ただし、その充当の仕方といいますと、算定の基礎となりました補助金事業、それから地方単独事業で、本来、地方債が充当できる、いわゆる適債性のある事業に限定するというふうにされているところでございます。   １点目の林道改良統合補助事業でございますけれども、４９２万３，０００円。これにつきましては、町内の林道の橋梁８１カ所について、調査、点検を行うものでございます。交付金は２５０万円を充当いたしております。   ２点目、３点目は、適債性のある事業に対して、１つは高屋川の町田橋上流の木橋の改良負担金３，８２９万７，０００円に、交付金３，４４０万円。当初に計上いたしております大倉谷川改修事業、それから高屋川改修事業には、地方債からの財源振替として２，４４０万円。   ３点目は、ダム関連対策事業として、町道黒瀬道ノ間線の橋梁負担金１，３９０万円に、１，２５０万円を充当するものでございます。   ４点目の桧山小学校の校舎、体育館の改修事業に４億２，４９６万８，０００円。うち交付金は２億１，１００万円を充てまして、５点目の瑞穂中学校体育館の耐震改修事業には２億４，２５７万１，０００円を計上いたしまして、交付金１億１，７００万円を充当することといたしております。なお、小学校、中学校とも、体育館については、いずれも新築でございます。   また、一般財源も多額になるところでございますが、現状の落札率を考慮した上での交付金の配分充当といたしておりますので、ご理解いただきますようにお願いを申し上げたいと思います。 
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  次に、予算書に戻っていただきまして、そのほか主だった項目について説明をさせていただきたいと思います。   歳出の１１ページからでございます。まず、各費目、人件費の精査を行わさせていただいております。   １２ページの財産管理費でございますが、土地購入費に５，９８０万円を計上いたしております。土地開発公社の先行取得用地の状況につきましては、２０年度中の利子が４，３４４万円余り加算されまして、２０年度末で２３億５，８４６万円余りとなっております。２１年度当初に、保育所用地といたしまして１億６，１１４万円買い戻しをいたしまして、現在では２１億９，７３１万円余りとなっている状況にありますけれども、このまま推移いたしますと、２１年度末では、さらに利子が、３，９００万円余りは加算される状況でございます。このような利子加算の累増を何とかとめまして現状よりふやさない、あるいは少しでも元金部分を減らしていく手立てといたしまして、事業化の可能性のある土地の買い戻しを行うこととして、計上したものでございます。今回の予算に計上いたしました土地につきましては、竹野地区の府道の改修を目的といたしました道路整備促進事業のすべてについて、買い戻しを予定いたしております。なお、財源につきましては、先行取得用地活用対策基金の繰り入れをお願いをするものでございます。   次のページ、１３ページの地域振興事業費、自治振興補助金でございますが、町内９地区における集会所などのバリアフリー化６件、冷暖房設備１件、複写機等の備品購入２件、グラウンド改良１件、公園整備１件等を計上させていただいたものでございます。   それから、ページをめくっていただきまして、１４ページの賦課徴収費の負担金、最下段のところでございますが、エルタックス共同審査サーバー導入負担金２３１万７，０００円でございますが、このエルタックスと申しますのは、地方税の電子申告、電子納税、電子申請などを、いわゆる全国ネットで行えるようにシステム化を図るものでございまして、本町としての負担金を計上させていただいたものでございます。   また、８月初旬に設立をされました京都地方税機構への負担金として５１９万８，０００円を計上させていただいております。   少し飛びますが、１７ページの児童福祉総務費、最下段、子育て応援特別手当でございますけれども、１人３万６，０００円の３歳から５歳のお子さん３１５人分を計上いたしております。   次に、２１ページをお願いいたします。２１ページの中段、労働諸費でございますが、ここに介護保険会計への繰出金を１７３万円計上いたしましたのは、新たに設けます老人保健
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施設の職員の研修の機会の確保を図る必要があることから、その間の代替職員を確保するために緊急雇用創出事業といたしまして、雇用の創出もあわせて取り組むことにいたしているところでございます。   次に、２２ページでございますが、中段の農業振興費、農業施設整備補助金２，５００万円でございますが、株式会社八百一の郷が、本町の院内地区におきまして農場を経営、野菜生産を行っているところでございます。農場経営には、新規就農希望者でございますとか、京都府の農業大学校の卒業生など、積極的に採用されているところでございまして、農業参入企業といたしまして、強い農業づくり交付金を活用いたしました宿泊研修施設を設けて、研修体制の拡充、地域農業の担い手育成を図りまして、本町を中心に独立自営を支援する体制を図ろうとするものでございます。この施設の整備に対する補助金ということで２，５００万円を計上させていただいたものでございます。   下段の農地費、工事請負費の農道安栖里坂原線改良工事は、平成１６年度から継続的に実施してきているところでございますが、今回、延長１５８メートルについて実施をしようとするものでございます。   以下、土木費、消防費、教育費につきまして、主なものにつきましては先に申し上げました臨時交付金事業を追加させていただきましたのと、事業の清算による調整を行ったものでございます。   ３５ページの災害復旧事業でございますが、工事請負費に７２０万円を計上させていただきました。鎌谷中の町道弓谷線、市場の黒田峠線の復旧工事を計上させていただいたものでございます。   戻っていただきまして、歳入の３ページでございますが、これらに充当いたします歳入の主な一般財源の状況でございますけれども、地方譲与税に従来からの地方道路譲与税と、新たに地方揮発油譲与税を新規計上いたしております。これは、平成２１年度からの道路特定財源の一般財源化に伴いまして、地方道路譲与税の名称が改められたことによるものでございますが、改正前の課税分もありますことから、目を分けて、従来の地方道路譲与税、それから地方揮発油譲与税ということで計上をさせていただいております。   なお、従来の地方道路譲与税は、使途が道路需要に限定をされておったところでございますが、地方揮発油譲与税は、国と同じく、使途制限は廃止されたところでございます。   次のページの４ページの普通交付税の関係でございますが、当初の見込みより大幅な増額となりまして、一定の一般財源の確保ができたところでございます。これにつきましては、少し分析をいたしますと、地域雇用創出推進費１億４，１８９万円の算入がございましたの
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と、これまで特別交付税で措置をされてまいりました病院の救急告示病院の算入分、これが３，４３７万円が普通交付税に算入されるという振替が生じたもの、あるいは、公債費の算入が増加したことがあげられますし、反対に、基準財政収入額では、１億２，０００万余りの落ち込みが作用したものと考えているところでございます。   その他、各種特定財源につきましては、大きなものは臨時交付金に７億６，４９４万円、満額を計上したほか、精査を図らせていただいたものでございます。   以上、議案第９０号 一般会計補正予算（第４号）の説明とさせていただきます。   よろしくお願いを申し上げます。 ○議長（岡本 勇君） 伴田住民課長。 ○住民課長（伴田邦雄君） 続きまして、議案第９１号 平成２１年度京丹波町国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）事業勘定分について、補足説明を申し上げます。   補正予算（第１号）の事業勘定分につきましては、歳入歳出予算の総額からそれぞれ８６３万４，０００円を減額し、総額を１８億８，２４６万円とすることをお願いするものでございます。   細部につきましては、事項別明細書によりまして説明をさせていただきます。   ５枚めくっていただきまして、事項別明細書の３ページをお願いをいたします。   まず、歳入の款１国民健康保険税でございますが、本算定の結果、一般被保険者分の医療給付費分で１，３８９万３，０００円、後期高齢者支援金分で３７２万円の減、介護納付金分につきましては２万９，０００円の増。また、退職被保険者分につきましては、医療給付費分で１９７万４，０００円、後期高齢者支援金分で５０万円の増、介護納付金分では１６２万２，０００円の減ということになっております。合計で１，６７３万２，０００円の減額ということになっております。この原因につきましては、基準総所得が当初の見込額を下回ったというのが、主な要因ということでございます。   次に、款３国庫支出金の特別調整交付金３９万６，０００円でございますが、これにつきましては、これまで、年度途中に社会保険から国民健康保険に移られた方の特定検診なり、特定保健指導の補助につきましてはなかったということでございますが、これが本年度から、特別調整交付金で助成をされるということになったものでございます。   次の介護従事者処遇改善臨時特例交付金につきましては、介護報酬の増額改定に伴う国保税の上昇緩和ということを目的に交付をされるものでございまして、本年度と来年度の時限措置となっておりまして、介護報酬の３％増に係る保険税への影響分について交付がされるというものでございます。 
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  また、出産育児一時金補助金につきましては、議案第８６号でご説明を申し上げましたが、１０月以降の出産育児一時金の増額分の国庫補助金ということになっておりまして、１件４万円増の１０件分を見ておりまして、その２分の１の補助金ということで２０万円を計上をいたしております。   次に、４ページでございますが、款４の療養給付費交付金につきましては、過年度分の追加交付ということで、年度末に発生をいたしました退職者分の高額医療にかかるものでございます。   次の款５の前期高齢者交付金につきましては、金額確定による減額分。   款９の繰入金の職員給与等繰入金につきましては、保健師に係る人件費分の精査でございます。   出産育児一時金等繰入金につきましては、先ほど申し上げました出産育児一時金の国庫補助外分の２０万円、それの３分の２が交付税措置をされますので、これを一般会計から受け入れるというものでございます。   次の基金繰入金につきましては、次のページの繰越金等の確定による減額を含めまして、今回の補正予算に係る財源不足分を繰り入れし、収支バランスを図るというものでございます。   次に、６ページの歳出でございますが、まず、款１の総務費の一般管理費でございますが、人件費関係につきましては、期末手当等の減額でありますとか、共済費等の料率変更分でございます。   役務費は、旧保険証の返還用の郵送料の追加分でございます。また、備品購入費の５２万２，０００円の減額につきましては、本年度、国保連合会におきまして整備予定でありましたレセプト管理システムというものが来年度に延期となりました。それに伴いまして、保険者が整備する機器の購入、これパソコン２台分を予定しておったわけでございますが、これにつきましても延期をするということとなったために、今、減額をするというものでございます。   ７ページの、款２の保険給付費の出産育児金につきましては、歳入で申し上げました４万円の１０件分を追加計上しておるということでございます。   款３の後期高齢者支援金から、８ページの款６の介護納付金につきましては、本年度の金額確定による精査ということでございます。   ８ページ中ほどの保健事業費の特定検診に係るシステム運用管理負担金につきましては、特定検診等のデータ伝送に係るファイアーウォールの保守料ということでございます。 
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  次の保健事業費につきましては、無受診世帯の報償費の追加分ということでございます。３，０００円の４５世帯分を追加としております。   一般会計繰出金につきましては、歳入で申し上げました新たに国庫補助対象となった特定検診等の補助金分につきまして、それを一般会計へ繰り出すものということでございます。   最後に、９ページの款１１諸支出金の国府支出金等返還金９４５万５，０００円の減額につきましては、当初退職者分として１，５００万円の返還を見込んでおったところでございますが、歳入で申し上げました事情によりまして、退職者分は追加交付を受けることとなりましたが、逆に一般被保険者の療養給付費負担金で返還が生じたということで、その返還分を残して減額をするという内容となっております。   以上、わかりにくい説明だったと思うんですが補足説明とさせていただきます。   よろしくお願いを申し上げます。 ○議長（岡本 勇君） 下伊豆地域医療課長。 ○地域医療課長（下伊豆かおり君） 続きまして、診療施設勘定の補正予算について、補足説明を申し上げます。   まず、和知診療所勘定におきましては、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ５，２５４万７，０００円を減額し、補正後の額を２億８，４６５万円とするものでございます。   １０月から病床転換により、介護療養型老人保健施設を開設いたしますことから、１０月以降の病棟部分に係ります費用は、介護保険事業特別会計に老人保健施設サービス勘定を設け、組み替えを行うことによる減額となっております。   人件費につきましては、ほとんどが診療所業務との兼務となりますけれども、主として老健部分での業務に従事する看護師８名、看護助手５名分の組み替えを対象といたしております。また、施設管理に係るものにつきましても、１０月以降分については、老人保健施設サービス勘定との案分を前提といたしまして、一部を減額いたしております。   それでは、事項別明細書３ページをお願いいたします。   入院収入では、年度当初に通年分で計上しておりました診療報酬を９月末までといたしまして減額いたしております。   病室使用料については、病床区分の変更を行うまでの収入見込みによるもの。一般会計繰入金につきましては、後ほど、歳出の説明もさせていただきますが、収支の均衡を図りまして減額といたしております。   諸収入では、当初予算におきまして常勤医師の研修を確保するために雇用する代替医師費用が助成の対象となります長寿社会づくり交付金事業を見込んでおりましたけれども、４月
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からの常勤医師１名体制の中では研修日の確保ができなくなりまして、今年度については申請を辞退せざるを得ない状況となりましたので、２８８万円を減額いたしております。   その他の雑入減額分７８万２，０００円につきましてはテレビカード代など、診療所勘定から老人保健施設サービス勘定への組み替えによる減額といたしております。   ４ページ、歳出の一般管理費では、先ほど申しました人件費や施設管理に係ります予算の組み替えと、臨時職員の賃金補正が主なものでございます。賃金につきましては、嘱託職員、看護助手５名分の１０月以降分を老健施設サービス勘定に組み替えるものと、当直職員が２名とも臨時職員となりました関係で、嘱託職員から臨時職員賃金に組み替えております。   ５ページ、医業費におきましても、１０月以降、老健部分で使用いたします物品等の借上料や委託料、医療用消耗品、医薬材料費、給食等に関しまして、組み替えのため減額といたしております。   続いて、歯科診療所勘定でございます。歯科診療所勘定におきましては、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１５万４，０００円を追加し、補正後の額を７，０２２万６，０００円とするものでございます。   人件費に係る補正のみで、歳入では前年度繰越金と一般会計繰入金で調整をいたしております。   事項別明細書３ページでは、歳入、一般会計繰入金５３万５，０００円を減額し、前年度繰越金６８万９，０００円を計上いたしております。歳出につきましては、人件費につきまして、所要額の補正を行っております。   以上、簡単ではございますが、施設勘定に係る説明とさせていただきます。 ○議長（岡本 勇君） 堂本保健福祉課長。 ○保健福祉課長（堂本光浩君） それでは、議案第９２号 平成２１年度京丹波町介護保険事業特別会計補正予算（第１号）につきまして、その概要をご説明申し上げます。   今回の補正につきましては、事業勘定において、歳入歳出それぞれ５，５９８万６，０００円を追加し、歳入歳出それぞれ１７億４，４５２万５，０００円とし、サービス事業勘定の歳入歳出予算に、それぞれ３３万１，０００円を追加し、７１６万５，０００円とさせていただくものでございます。   以降、予算に関する説明書でのご説明とさせていただきます。   ３ページをお願いいたします。   歳入の６款財産収入につきましては、介護保険給付費準備基金の利子３５万８，０００円を追加させていただくものです。 
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  ７款の繰入金につきましては、平成２０年度の事務費に係ります一般会計からの清算繰入といたしまして、４万円を追加するものです。   ８款繰越金につきましては、前年度繰越金５，５５８万８，０００円を追加するもので、この中には、国なり府への返還金２，３６６万５，０００円が含まれております。   続きまして、歳出についてでございます。４ページをお願いいたします。   ４款基金積立金についてでございます。介護保険給付費準備基金積立金として、３，２３２万１，０００円を追加するものです。この積立金の原資といたしましては、歳入でご説明させていただきました財産収入３５万８，０００円、事務費繰入金４万円及び前年度繰越金の一部３，１９２万３，０００円でございます。   ６款の諸支出金につきましては、２，３６６万５，０００円を追加し、総額２，３７６万５，０００円とするもので、保険給付費及び地域支援事業費に係ります国・府及び支払基金への返還金でございます。   続きまして、サービス事業勘定につきまして、ご説明をさせていただきます。   サービス事業勘定の予算に関する説明書３ページをお願いいたします。   歳入につきましては、前年度繰越金３３万１，０００円を計上させていただいております。   ４ページをお願いいたします。   歳出につきましては、２款の事業費、居宅介護支援事業費におきまして、主なものといたしまして、介護予防給付管理システムのサポート委託料といたしまして、２１万円を計上させていただいております。   以上、簡単ではございますけれども、議案第９２号の事業勘定及びサービス事業勘定についての補足説明とさせていただきます。   ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 ○議長（岡本 勇君） ここで暫時休憩といたします。   再開は１時３０分からといたします。 休憩 午前 １１時５３分 再開 午後  １時３０分 ○副議長（野間和幸君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。   議長所用のため、議長を交代をいたします。   引き続き、補足説明を求めます。   下伊豆地域医療課長。 ○地域医療課長（下伊豆かおり君） それでは、議案第９２号 平成２１年度京丹波町介護保
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険事業特別会計補正予算（第１号）のうち、老人保健施設サービス勘定について説明をさせていただきます。   １０月から開設をいたします介護療養型老人保健施設の運営に係る予算につきましては、年度途中からの開設となりますので、変則的な取り扱いではございますが、介護保険事業特別会計に、新たに老人保健施設サービス勘定を設け、この勘定といたしまして、歳入歳出予算の総額を６，７１８万円と定めるとともに、一時借入金の最高額を５００万円とするものでございます。   介護療養型老人保健施設の運営に係る費用といたしましては、主に老健の業務に従事する看護師８名、看護助手５名の人件費と、診療所勘定と折半といたします施設管理に係る費用、老健が診療所から引き継ぐ機器等のリース料、給食委託料等を主なものといたしております。   事項別明細書の３ページをお願いいたします。   歳入では、款１サービス収入、項１の介護給付費収入につきましては、開設当初であることから平均入所者数を１３名と見込み、要介護度２から４の方の入所を前提として積算いたしました。   目１の居宅介護サービス費収入では、要介護者に係る短期入所療養介護の介護報酬７万８，０００円、目２では施設介護サービス費収入として要介護者を対象とした入所の介護報酬分２，０２５万円を計上いたしております。   項２の介護予防給付費収入では、要支援の方を対象としての短期入所療養介護、ショートステイ分を見込んでおります。   項３自己負担金収入では、入所、短期入所に係ります介護報酬の自己負担分と、居住費、食費をそれぞれ見込んでおるところです。   ４ページの款３一般会計繰入金では、緊急雇用に係ります繰入金１７３万円と、後ほど説明いたします歳出総額との均衡を図るために３，７１０万５，０００円を計上いたしております。   款４諸収入雑入につきましては、診療所勘定からテレビカード代など組み替えによるものでございます。   次に、５ページの歳出について説明申し上げます。   款１総務費では、診療所勘定から組み替えを行います人件費及び嘱託人件費を合わせまして４，２９８万６，０００円、施設管理に係ります一般管理事業で４３０万５，０００円、そして、緊急雇用対策補助金を財源として一般会計からの繰入金で、介護サービス等向上事業といたしまして、開設当初の研修機会を確保するとともに入所者対応の充実を図るよう、
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介護職員の臨時雇用費用として賃金及び消耗品等で１７３万円を計上いたしております。   ６ページの備品購入費では、厨房の食器洗浄機の更新費用を予定いたしておるところです。   款２介護サービス事業費では、老健運営に必要な診療材料費や医薬材料費と、診療所勘定から引き継ぎます給食業務委託料、居室のベッドサイドにおきます床頭台リース料など、機器物品の借上料を計上したところです。   以上、簡単ではございますが、老人保健施設サービス勘定の補足説明とさせていただきます。   ご審議のほど、どうぞよろしくお願いいたします。 ○副議長（野間和幸君） 中尾水道課長。 ○水道課長（中尾達也君） 議案第９３号 平成２１年度京丹波町水道事業特別会計補正予算（第１号）につきまして補足説明をさせていただきます。   今回の補正予算（第１号）につきましては、補正前の額１２億７，７８０万円に、３，２８０万円を追加し、補正後の額を１３億１，０６０万円とさせていただくものでございます。   さきに歳出の補正額について、ご説明させていただきます。   事項別明細書の４ページをごらんください。   １款水道管理費、１目一般管理費では、人件費に係ります整理をいたしております。また、１３節委託料で、測量設計管理業務等委託料としまして、３２０万円を計上いたしております。畑川ダム本体工事の施工に伴いまして、支障となります木ノ谷及び長谷取水からの導水管を移設する必要が生じましたので、その工事の設計費として計上しているものでございます。１５節工事請負費には、木ノ谷及び長谷導水管移設に係ります工事費としまして、２，７００万円を計上しております。   ５ページ、２７節公課費には、消費税納付金としまして６０５万９，０００円を計上いたしております。   ３款公債費、２目利子では、前年度の地方債借入額の減少等によりまして、長期債償還利子を５９４万５，０００円減じております。   次に、歳入の主なものについて、ご説明いたします。   事項別明細書３ページをごらんください。   １款分担金及び負担金、２項負担金、１目水道事業費負担金におきまして、畑川ダム本体工事に支障となります木ノ谷取水及び長谷取水からの導水管移設に係ります事業費を、京都府から事業負担金として収入するもので、３，０２０万円を計上いたしております。   ６款繰入金のうち、一般会計繰入金では、長期債償還利子の減額に伴い、３１１万３，０
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００円を減額いたしております。また、水道事業基金繰入金につきましては、水道事業会計の運営に不足する額を計上いたしております。   以上、簡単ではございますが、説明とさせていただきます。   次に、議案第９４号 平成２１年度京丹波町下水道事業特別会計補正予算（第１号）につきまして、補足説明をさせていただきます。   今回の補正予算（第１号）につきましては、補正前の額１０億２，３００万円に２，４３０万円を追加し、補正後の額を１０億４，７３０万円とさせていただくものでございます。   最初に、第２表地方債補正をごらんください。   資本費平準化債におきまして、借入限度額１億８，９５０万円から６４０万円を減額し、補正後の借入限度額を１億８，３１０万円とするもので、起債の方法、利率、償還の方法につきましては補正前と変更はございません。   減額する理由としましては、当初予算におきまして積算しました見込額に年度末に行いました繰上償還額を加えて積算をしていたものであり、その整理を今回、行うものでございます。   次に、歳出の主な項目につきまして、ご説明いたします。   事項別明細書の４ページをごらんください。   １款総務費、一般管理費につきましては、人件費に係ります整理をいたしております。   ２款下水道費、１項農業集落排水費、１目施設管理費、１１節需用費では、林業集落排水事業上粟野処理場の施設修繕費を計上いたしております。   １３節委託料では、３項の浄化槽市町村整備推進事業費の施設管理費から、農業集落排水施設管理事業、林業集落排水施設管理事業、簡易排水施設管理事業、それぞれへの事業費の組み替えを行っております。   ５ページの２目施設整備費では、京都縦貫自動車道丹波インターチェンジ拡張整備に伴い、移転が必要となります市森処理場の撤去を含めた代替施設整備の費用としまして、測量設計業務委託料２，８５０万円を、同じく用地費としまして２０万円を計上をいたしております。なお、代替施設整備につきましては、初期投資やランニングコスト等を勘案しまして、代替処理場を建設するのではなく、現在の須知地区への編入を計画しているところであります。また、事業工程につきましては本年度は事業計画の完了までを予定しており、来年度は国交省との公共保障契約を経て工事の施工を計画いたしております。   次に、２項公共下水道費、１目施設整備費では、管渠工事費としまして下山グリーンハイツ管渠布設工事として２００万円を計上いたしております。 
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  ３款公債費、１目元金におきましては、先ほど説明いたしました地方債を減額したことにより、一般財源に振りかえるものでございます。   次に、歳入の補正額の主なものについて、ご説明させていただきます。   事項別明細書の３ページをごらんください。   ６款繰入金、一般会計繰入金におきましては、それぞれの事業におきまして不足します財源として繰り入れを行うものでございます。   次に、９款町債、下水道事業債ですが、第２表地方債補正におきまして説明しましたように、借入額を今回、減額するものでございます。   以上、簡単ではございますが、説明とさせていただきます。   ご審議いただきますよう、よろしくお願いいたします。 ○副議長（野間和幸君） 岩崎企画情報課長。 ○企画情報課長（岩崎弘一君） 続きまして、議案第９５号 平成２１年度京丹波町町営バス運行事業特別会計補正予算（第２号）につきまして、補足説明をさせていただきます。   今回の補正予算につきましては、歳入歳出それぞれから１９１万７，０００円を減額いたしまして、歳入歳出予算の総額をそれぞれ１億７９７万２，０００円とすることをお願いするものでございます。   事項別明細書の４ページ、歳出でございますが、内容は人件費といたしまして、職員手当や共済費等の調整といたしまして１２万９，０００円の増額。また、バスの運転手として嘱託職員６名、当初お願いしておるわけでございますが、６月から５名となりましたことに伴う賃金関係経費１９９万５，０００円の減額。また、バス購入に係る借入金の関係で、利子償還経費の本借りに伴う５万１，０００円の減額といたしております。   ページ戻っていただきまして、３ページの歳入につきましては、一般会計からの繰入金２２６万６，０００円の減額、前年度繰越金３４万９，０００円を計上いたしまして収支のバランスをとらせていただいております。   以上、議案第９５号 平成２１年度京丹波町町営バス運行事業特別会計補正予算（第２号）の説明とさせていただきます。   よろしくお願い申し上げます。 ○副議長（野間和幸君） 野村瑞穂支所長。 ○瑞穂支所長（野村雅浩君） それでは、私の方からは、議案第９６号及び議案第９７号の補足説明をさせていただきます。   議案第９６号 平成２１年度京丹波町桧山財産区特別会計補正予算（第２号）の補足説明
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でございますが、補正前の額４，２７５万９，０００円に、今回、１４８万２，０００円の追加を行い、補正後の額４，４２４万１，０００円に変更するものでございます。   事項別明細書の歳入、３ページをごらんください。   財産収入でございますが、ヒノキ及び杉間伐によります立木売払収入の精査分と、また、繰越金につきましては、前年度繰越金を精査しまして計上するものでございます。   また、諸収入について、雑収入の関西電力電柱敷地料と、立木補償費として関電送電線化保安伐採補償として計上するものでございます。   これに関連しまして、歳出の４ページに示しておりますとおり、一般管理費の積立金につきましては、財政調整基金積立金としまして９０万５，０００円を積み立て、諸費につきましては、地元から要望のありました団体に桧山地域振興対策補助金として５７万７，０００円を計上するものでございます。   その内容でございますが、桧山地域振興対策交付要綱に基づきまして、有害鳥獣駆除施設関係で、大朴区ほか４自治会に対しまして２３万４，０００円を交付、水路改修に係ります生産基盤振興対策に対しましては、和田区ほか１自治会に２０万円を交付するものでございます。また、中台区につきましては、集落公民館改修事業に対しまして、１４万３，０００円を交付するものでございます。   いずれも振興福祉対策及び環境保全に寄与する事業でありまして、財産区管理会で協議の上、同意を得ましたので、ご審議のほど、よろしくお願いいたしたいと思います。   以上、桧山財産区補正予算（第２号）の補足説明とさせていただきます。   続きまして、議案第９７号 平成２１年度京丹波町三ノ宮財産区特別会計補正予算（第１号）の補足説明でございますが、補正前の額４２０万円に、今回、１６９万３，０００円の追加を行い、補正後の額５８９万３，０００円に変更するものでございます。   事項別明細書の歳入３ページをごらんください。   繰入金でございますが、財政調整基金繰入金１５５万９，０００円を繰り入れ、繰越金につきましては、前年度繰越金を精査するものでございます。   これに関連しまして、歳出の４ページに示しておりますとおり、諸費の負担金補助及び交付金で、三ノ宮振興事業補助金を追加するものでございます。   その内容でございますが、三ノ宮地域振興事業交付要綱に基づきまして、粟野区から公民館周辺整備に伴い、転落防止フェンスの新設設置要望に対しまして１２万５，０００円を、質志区の要望につきましては、老朽化の激しい農業用倉庫の改築事業要望に対しまして１５０万円を交付するものでございます。また、戸津川区の要望につきましても、バス停留所の
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屋根改修に対しまして６万８，０００円を交付するものでございます。   この３件の振興事業補助金としまして、１６９万３，０００円を計上するものでございますが、いずれも産業振興、福祉及び環境保全に寄与する事業でありまして、財産区管理会で協議の上、同意を得ましたのでご審議のほど、よろしくお願いしたいと思います。   以上、三ノ宮財産区補正予算（第１号）の補足説明とさせていただきます。 ○副議長（野間和幸君） 下伊豆地域医療課長。 ○地域医療課長（下伊豆かおり君） 議案第９８号 平成２１年度国保京丹波町病院事業会計補正予算（第１号）について、説明を申し上げます。   病院事業会計の補正につきましては、主に人事異動に伴います人件費の補正と、医療用消耗備品等について、補正をお願いするものでございます。   収益的収支におきましては、医業収益及び医業費用においてそれぞれ１，１３６万４，０００円を追加し、補正後の額を８億６，７０２万９，０００円とするものでございます。   また、当初予算第６条で定めております議会の議決を経なければ流用することのできない経費のうち、職員給与費について１，０５８万６，０００円を追加し、補正後の額を３億８，８２２万円とするものでございます。   ３ページ、補正予算説明書をお願いいたします。   医業収益においては、入院収益を１，１７５万３，０００円追加するとともに、質美診療所における公衆衛生活動収益予防接種分を３８万９，０００円減額することといたしております。   ４ページの医業費用においては、看護師の採用と人事異動に伴うもので、看護師１名、事務職員１名分の増員に係ります人件費の補正をいたしております。   また、賃金では、非常勤医師の賃金につきまして、質美診療所分は、常勤医師が出向いているため減額をしておりますが、病院では診療所分からの組み替えと、非常勤医師の勤務日がふえたことにより、全体として増額としております。   材料費の診療用具等の医療用消耗備品費については、１１６万１，０００円の追加をお願いし、内視鏡洗浄機の導入など検査効率の向上や、検診事業に必要な機器、検診用衣類の購入などを予定いたしております。   さらに、経費の主なものといたしまして、消耗備品費で、検診を受けられる方の更衣ロッカーや書庫の増設に係ります棚の費用など８８万２，０００円を追加し、修繕費では入札や修繕の手法変更により１１２万８，０００円の減額をいたしております。   以上、簡単ではございますが、病院事業会計の補足説明とさせていただきます。 
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  どうぞよろしくお願いいたします。 ○副議長（野間和幸君） 岡本会計管理者。 ○会計管理者（岡本佐登美君） それでは、認定第１号 平成２０年度京丹波町一般会計から、認定第１７号 平成２０年度京丹波町国民健康保険瑞穂病院事業会計までの１７会計につきまして説明をさせていただきます。   認定第１号 平成２０年度京丹波町一般会計歳入歳出決算から説明させていただきます。   １ページ、実質収支に関する調書からでございます。   平成２０年度一般会計決算額は、歳入総額１０１億６，１５７万１７７円で、前年度に比べ８％の増、歳出総額９９億２，６２６万５，９２９円で、対前年度比６．８％の増となりました。歳入歳出差引額は、２億３，５３０万４，２４８円、また、形式収支から繰越財源、１億７，２３７万４，０００円を差し引いた実質収支は６，２９３万２４８円で、前年度の実質収支と比較した単年度収支は、２，６８８万７，５４３円の減と赤字となりましたが、積立金や繰上償還金を考慮した実質単年度収支につきましては、３億２，７８２万４５７円の黒字決算となったところでございます。   それでは、歳入からご説明申し上げます。   事項別明細書、１４ページからでございます。   １款町税は、総額１７億６，７７９万４，１０２円で、前年度に比べ０．７％の減収となりました。税目別では、町民税は、６億７，０８７万１２円で、対前年度比２．０％の増収となりました。また、固定資産税は、９億５，６５６万７５３円で、対前年度比１．６％の減、たばこ税は、９，５７６万９，９３７円の収入で、対前年度比９．５％の減収となりました。減収の主な要因としましては、償却資産の減少によるものでございます。   なお、町税の収入未済額は、３億８９５万９，１９１円で、６６０万７，７８７円を不納欠損として、個人町民税１２人、法人町民税２業者、固定資産税では３５人、軽自動車税８人について、地方税法に基づきまして、処理をさせていただいているところでございます。なお、徴収率につきましては、現年度分は、９６．５％、１９年度は、９６．６％でございましたので、０．１ポイント低下した結果となったところでございます。   次に、１６ページ、２款地方譲与税は、１億４，４７０万３，０００円で、道路特定財源の暫定税率が１カ月間失効したことなどが要因となり、対前年度比４．１％の減収となりました。   ３款利子割交付金は、８３１万９，０００円で、対前年度比２１．０％の減、４款配当割交付金は、３５７万円で、対前年度比５５．４％の減、５款株式等譲渡所得割交付金は、１
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２９万３，０００円で、対前年度比７７．７％の減。   １８ページ、６款地方消費税交付金は、１億５，２２９万２，０００円で、対前年度比７．９％の減、７款ゴルフ場利用税交付金は、６，７１８万８，７８２円で、対前年度比８．６％の減、８款自動車取得税交付金は、道路特定財源の影響を受け、８，５１１万９，０００円、対前年度比２０．１％の減となり、交付金につきましては、軒並み減収となったところでございます。   ９款地方特例交付金は、１，８４１万８，０００円の収入で、児童手当の制度拡充、住宅借入金等特別税額控除による減収補てんや、自動車取得税、地方道路譲与税などの減収補てん臨時交付金の交付を受け、対前年度比８６．１％の大幅な増収となりました。   ２０ページ、１０款地方交付税につきましては、総額４８億８，８４６万６，０００円の収入で、普通交付税におきましては、平成２０年度から地方の自主的かつ主体的な活性化施策を推進するため、「地方再生対策費」が創設されたことや、公債費算入額の増加など基準財政需要額が大きく伸びたことに伴い、４３億１，４４１万１，０００円と対前年度比７．３％と大きな増収となりました。一方、特別交付税につきましては、５億７，４０５万５，０００円、対前年度比４．２％の減収となり、前年度に引き続き減少したところでございます。   １１款交通安全対策特別交付金は、３９７万円で、対前年度比１３．５％の減収となりました。   １２款 分担金及び負担金は、総額８，３１８万８，２０４円でございますが、分担金が、７９３万７，７００円、負担金が７，５２５万５０４円の収入で、対前年度比１．２％の増収となりました。なお、保育料負担金におきまして、３３万２００円の不納欠損処理をさせていただいております。   ２４ページ、１３款使用料及び手数料は、２億１，２１１万５，４００円で、対前年度比０．３％の減収となりました。使用料及び手数料につきましても、有線情報端末使用料で、７２万３，９８５円の不納欠損処理をさせていただいております。   ３４ページ、１４款国庫支出金は、１９年度繰越事業分と合わせまして、総額５億１，１２５万７，２８９円で、前年度と比較して、７３．４％の増収となりました。国の経済対策にかかる「地域活性化・緊急安心実現総合対策交付金」１，７４８万５，０００円、「地域活性化・生活対策臨時交付金」８，４８０万円の新規交付や、地方道路整備事業臨時交付金の増加、市町村合併推進体制整備補助金、また、学校施設耐震改修にかかる安心安全な学校づくり交付金の増収が主な要因でございます。 
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  ４２ページ、１５款府支出金は、１９年度繰越事業分と合わせまして、総額６億４，１９７万８，１５８円となり、前年と比較しますと、１１．４％の増収となりました。これは、後期高齢者医療制度創設による保険基盤安定負担金に３，７０７万４，０７２円、ＣＡＴＶ拡張整備事業に伴います農山漁村活性化プロジェクト支援交付金に４，６９２万円などが増収の主な要因でございます。   ６４ページでございます。１６款財産収入は、８，０８７万６，５０６円で、対前年度比７．９％の増収となりました。   ６８ページ、１７款寄附金は、２４万６，２６７円で、対前年度比８６．４％の減収となりましたが、前年度は防火水槽新設に伴います消防寄附金がありましたが、２０年度は一般寄附金と、５件のふるさと応援寄附金の収入のみとなったものでございます。   ７０ページ、１８款繰入金は、２億６，２２５万５，５２９円となり、前年度に比べ、２億５，６６３万８，００７円の大幅な増となりました。平成２０年度につきましては、公債費繰上償還に伴い、減債基金から１億６，５００万円を繰り入れたこと、また、国民健康保険特別会計質美診療所勘定の廃止に伴う繰入金が大きな要因でございます。   ７４ページ、１９款繰越金につきましては、１億９６８万７９１円、対前年度比９．１％の増となりました。   ２０款諸収入は、１９年度繰越事業分と合わせまして、総額１億７，８１３万９，１４９円で、対前年度比１１．０％の増となりました。２０年度は、消防団員退職報償費受入金、京都府振興協会市町村等交付金の増加が主な要因でございます。   ９０ページ、２１款でございますが、２１款町債は、１９年度繰越事業分と合わせまして、総額９億４，０７０万円となり、前年度と比較しますと、１．９％の減となりました。交付税からの振替措置であります臨時財政対策債につきましては、３億３，０００万円の発行となり、前年度に引き続きまして、大幅に減少したところでございます。また、各事業施行に伴います事業債につきましては、６億１，０７０万円の発行となり、前年度に比べまして５，９３０万円の増となりました。これは、ＣＡＴＶ拡張整備事業による発行が、９，３５０万円をはじめ、学校施設耐震改修事業に伴う発行が１，１２０万円新たにあったことがあげられますが、前年度に引き続き、実質公債費比率の抑制に向け、公債費の繰上償還と合わせ、新規発行債の抑制に取り組み、事業計画に沿った最小限の事業債発行を行ったところでございます。   以上で一般会計歳入の説明とさせていただきます。   続きまして、歳出につきまして説明させていただきます。 
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  ９４ページでございます。   １款議会費の総額は、８，８９８万３，８９１円で、対前年度比２．６％の減額となりました。   ９６ページ、２款総務費の総額は、１４億１，８９２万５，３１７円で、対前年度比１．０％の増額となりました。総務費の主な事業としましては、１目一般管理費では、９９ページ下段でございますが、入札契約事務の透明性、公正性を高め、効率的な入札手続を進める電子入札による運用を行うため、そのシステム導入に８４万円支出いたしました。   １０２ページからの、５目財産管理費ですが、振興基金積立金に１億７６万３，０００円、１０６ページ、６目企画費では、山陰本線京都園部間複線化事業補助金として７，５１６万９，０００円、１１２ページ、１１目地域振興事業費では、１５区１６事業のコミュニティ活動助成として、自治振興補助金５７８万円を支出しております。   １２０ページ、２項徴税費 賦課徴収費では、平成２１年度の固定資産税評価替えに向けた固定資産評価審査事業につきまして、１，０４３万７，０００円を支出いたしております。なお、翌年度への繰り越しでございますが、ページを戻っていただきまして、１１３ページ、１０目交通対策費では、地域活性化・生活対策臨時交付金事業によります町営バス購入事業に係るバス運行事業会計繰出金におきまして４，０６２万８，０００円、１１７ページ、１５目定額給付金給付事業費では、２億８，５１２万円をそれぞれ繰り越しいたしております。   次に、１２６ページからの、３款民生費でございますが、総額は、１７億９，５４１万８，５９２円で、対前年度比９．７％の増額となったところでございます。１項社会福祉費では、高齢者や障害をお持ちの皆さんが、安心して快適に、かつ自立して生活できる環境づくりのために、１２億１，４９４万９，７３５円を支出しております。主な事業といたしましては、障害者自立支援給付事業や各種医療費給付事業等の扶助費を初め、民生児童委員会活動補助金、社会福祉協議会専任職員等補助金、障害者共同作業所入所訓練事業補助金、シルバー人材センター運営補助金等各種補助金を支出したほか、１３８ページでございますが、平成２０年度からスタートいたしました後期高齢者医療制度に伴い、広域連合に共通経費及び医療給付費負担金合わせまして、１億６，６７４万２，７９７円支出いたしました。また、各特別会計への繰出金としまして、１３１ページでございますが、国民健康保険特別会計に、保険基盤安定・財政安定化支援等のため、７，８３５万３，７１９円、１３９ページ、老人保健特別会計に２，１２０万８，０００円、介護保険特別会計に２億９３４万８，３３２円、後期高齢者医療特別会計に、保険基盤安定及び事務費としまして、５、０３８万９，５７６円、それぞれ繰り出しを行いました。 
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  ２款児童福祉費につきましては、次代を担う子供たちの健やかな育成を願いまして、５億８，０４６万８，８５７円支出いたしております。主なものといたしましては、すこやか祝い金やチャイルドシート購入助成金。１４３ページでございますが、扶助費としまして、中学生までの医療助成「すこやか子育て医療給付費」や児童手当給付費を支出いたしました。また、保育所運営に要する経費を支出いたしましたほか、１４９ページでございますが、保育所建設用地取得に係る先行取得用地活用対策基金に８，９３０万円積み立てております。児童福祉費では、子育て応援特別手当事業７７３万円、保育施設整備事業２，４５０万円を、それぞれ２１年度に繰り越しいたしております。   次に、４款衛生費ございますが、総額１１億３，７５３万６，１００円で、対前年度比１３．１％の増額となりました。１項保健衛生費につきましては、２０年度から新たに始まりました特定健診を初めとする各種検診、健康相談事業、各種予防接種事業に係る経費を支出し、生活環境対策としまして、１５５ページでございますが、個人が設置されました浄化槽１５基に対しまして、設置補助金を５３０万８，０００円支出するとともに、浄化槽市町村整備推進事業分といたしまして、下水道事業特別会計に４，０９０万４，０００円の繰り出しを行いました。   １５７ページでございますが、医療施設の運営に係る経費としまして南丹病院負担金、１，７５７万６，０００円、瑞穂病院に補助及び出資金として１億９，８５２万１７９円を支出し、和知診療所に８，４００万円、和知歯科診療所に４００万円を繰り出しいたしました。   １５８ページ、３項上水道費では、水道事業特別会計へ２億８，３９０万６，０００円の繰り出しを行っております。   また、衛生費からは、火葬場維持管理、塵芥・し尿処分に係る分担金としまして、船井郡衛生管理組合に総額２億７，７８３万４，０００円支出いたしております。   ５款労働費につきましては、内職友の会運営補助金としまして、府の補助金を受け、８８万円支出しております。   次に、６款農林水産業費でございますが、１９年度からの繰越事業を含めまして、総額１１億５，２５４万３，７０４円で、対前年度比１５．４％の増額となりました。主なものとしまして、１６５ページ、３項農業振興費では、指定管理委託をいたしております瑞穂マスターズ農園、丹波食彩の工房に委託料としまして２，４９０万円、農業公社の運営補助金として１，６４９万８，０００円、有害鳥獣防除施設設置事業補助金として、１，０１５万８，０００円。   １６７ページでございますが、農地保全、多目的機能の増進を図るため、協定をいたしま
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した７１集落、１個人に対しまして、中山間地域直接支払事業補助金１億１，３５７万９，５２８円、特産物等作付奨励金に１，５６６万７，５２０円、地域ぐるみの共同活動や営農活動支援を行うため、農地・水・環境保全向上対策補助金として９７８万１，１００円などを支出いたしました。   １６９ページ、畜産振興対策事業といたしまして、飼料稲わら用コンバインなど農業機械導入補助金９３０万円を支出いたしました。   １７１ページ、農地費では、農業農村整備事業等に係る測量設計監理委託業務等委託料に１，３３５万３，３５７円、土地改良施設維持管理適正化事業として、揚水機整備、井堰整備補修工事に１，６６４万２，５００円、南丹農用地総合整備事業に係る竹野地区等の区画整理、農道改良工事等に伴う負担金として、７，６４４万円を支出いたしました。   また、１７３ページでございますが、農業集落排水事業分としまして、下水道事業特別会計に２億３３２万７，０００円の繰り出しを行っております。   １７９ページ、農村情報整備事業費ではＣＡＴＶ拡張整備工事費として、１億３，９７７万円支出いたしました。これらによりまして、農業費は９億４，５９９万３３６円支出し、４事業２億８，４８８万４，０００円を２１年度に繰り越しいたしております。   林業費でございますが、１８０ページ、林業振興費では、林道峰線開設工事に８，５９８万５，４５０円支出したほか、森林組合、生産森林組合への助成、林業の担い手支援として、緑の担い手育成事業や林業労働者新共済事業、放置林の整備を支援するための森林整備地域活動支援事業補助金、緑の公共事業補助金等を支出、また、有害鳥獣の駆除や啓発に要する経費を合わせまして、林業費は、２億４３８万５，３６８円支出し、２事業７，５１３万円を２１年度に繰り越しいたしております。   次に、１８４ページからの７款商工費は、総額８，８８１万５，２５０円で、対前年度比８．８％の減となりました。   １８７ページ、商工振興費では、中小企業に対する信用保証料補助金や営業資金融資利子補給を初め、小規模事業経営支援事業補助金として、２，３７３万円を商工会へ支出しております。また、観光費では、質志鍾乳洞、わち山野草の森などの観光施設等の管理委託料を支出いたしました。   次に、１８８ページからの８款土木費でございますが、１９年度からの繰越事業を含めまして、総額９億６５２万８，３２６円で、対前年度比２３．７％の増となりました。   １９２ページ、道路維持費では、町道蒲生西階線ほか２８路線につきまして、維持修繕工事を、みのりが丘線ほか１０路線で交通安全施設整備工事を行いました。１，３３５万円を
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２１年度に繰り越しをいたしております。   また、１９４ページ、道路新設改良費では、地方道路整備臨時交付事業であります大迫上乙見線等４路線を初めとして、２０路線の改良工事に３億５７万７，３００円支出いたしました。２億４４７万６，０００円を２１年度に繰り越しいたしております。   １９６ページ、河川費では、畑川ダム関連事業町道付替工事に伴う用地などの土地購入費に３，００７万７，２３５円支出、都市計画費では、１９９ページでございますが、都市公園整備工事請負費として４，７５３万３５０円支出いたしております。３０７万９，０００円を２１年度に繰り越ししております。   下水道費では、特定環境保全公共下水道事業分として２億４，１３９万円、下水道事業特別会計に繰り出しをしております。   ２００ページ、住宅費におきましては、町営住宅の維持管理経費を支出するとともに国・府支出金等返還金としまして、２，０３３万４，０００円を支出しております。   次に、９款消防費は、総額３億８，７９８万９４５円で、対前年度比１５．９％の増となりました。   ２０２ページ、１目常備消防費では、京都中部広域消防組合負担金として、２億２，８９６万４，０００円を支出いたしました。２目非常備消防費では、２０年４月からの消防団組織再編に伴い、消防車両や防災センターの表示変更、団統一の訓練服や分団旗の更新など、国の合併推進補助金を活用した消防団組織再編事業に２，６１６万３，９８３円を支出。３目消防施設費では、各家庭の火災報知機購入補助金として、２，９２４万３，９６０円を支出。また、４目防災費では、多発する自然災害に対応するため、町内の洪水危険区域、土砂災害危険区域、指定避難場所などを掲載した防災ハザードマップ作成業務委託料に６２８万９，５００円を支出し、町内各世帯や関係機関に配布したところでございます。あわせて、１９年度から５カ年計画で１万人の飲食糧を備蓄する目的で、災害時緊急備蓄物資の購入をいたしました。   次に、２０６ページからの、１０款教育費でございますが、総額６億８，２７３万１１５円で、対前年度比０．５％の増となりました。１項教育総務費につきましては、事務局費を初め、学童保育事業に９５２万７，１４２円支出しております。２項小学校費でございますが、児童の安心・安全な教育環境整備として、２１５ページ、下山小学校耐震改修工事に３，６７３万２，１５０円支出いたしました。   ２１６ページ、教育振興費では、学習支援事業に係る指導員等雇用賃金としまして、５９８万３２５円を支出。また、要保護・準要保護及び特別支援に５０９万３，８８５円の就学
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援助を行い、保護者の負担軽減を図ったところでございます。   小学校費では、小学校施設耐震改修事業・情報機器等整備事業で５，８７３万３，０００円を、２１年度に繰り越しいたしております。   ３項中学校費につきましては、２２１ページ、和知中学校耐震工事に係る設計業務委託料として５６３万８，５００円、瑞穂中学校トイレ改修工事に２９２万３，５００円を支出いたしました。   ２２２ページ、教育振興費につきましては、小学校と同じく学習支援教諭の配置、学力診断テストを実施するなど、生徒の学力充実を目指した取り組みを進めてまいりました。   ２２５ページですが、要保護・準要保護及び特別支援に２６９万１，４６１円の就学援助を行い、保護者の負担軽減を図ったところでございます。   中学校費では、中学校施設耐震改修事業・情報機器等整備事業で２億７，２６２万円を、２１年度に繰り越しいたしております。   社会教育費では、２３３ページでございますが、社会教育の充実、推進を図るため、婦人会や人権啓発推進協議会を初めとして、７団体に４５９万５，５００円の補助を行っております。   次に、２４０ページ、１１款災害復旧費でございますが、総額７８万６，５００円の支出でございますが、２０年度は幸いにも大きな災害もなく、農地におきまして１カ所、復旧事業を行ったところでございます。   次に、２４２ページ、１２款公債費でございますが、総額２２億６，４４２万２，１８９円で、対前年度比１．１％の減少となったところでございます。１８年度から実質公債費比率抑制に向けて取り組んでおります繰上償還を３億円、また、通常償還につきましては、元利合わせまして、１９億６，３６６万３，０５１円行ったところでございます。２０年度の実質公債費比率は、２０．３％となりました。財政状況厳しい中、今後とも、公債費負担適正化計画に基づき、繰上償還、起債発行の抑制に取り組み、財政の健全化に努めてまいります。   以上、一般会計の説明とさせていただきます。 ○副議長（野間和幸君） ここで暫時休憩といたします。   ここで、ただいまから１５分間の休憩といたします。４０分までとします。 休憩 午後 ２時２５分 再開 午後 ２時４０分 ○副議長（野間和幸君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 
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  引き続き、補足説明を求めます。 ○会計管理者（岡本佐登美君） それでは、続きまして、認定第２号 京丹波町国民健康保険事業特別会計事業勘定歳入歳出決算につきまして、説明させていただきます。   ２４７ページからでございます。   本年度の歳入総額は、１８億１７０万７１１円で、前年度に比べ３．６％の減、歳出総額１７億９，７４３万１，３６２円で、前年度に比べ３．７％の減となりました。   主な要因としましては、医療制度改革に伴う後期高齢者医療制度の創設により、被保険者数も大幅に減少し、このことにより、歳入歳出ともに減額となっております。   財源の不足分につきましては、国保運営基金から８，０００万円を繰り入れ、歳入から歳出を差し引きました形式収支、実質収支ともに４２６万９，３４９円の黒字決算となりました。   歳入でございますが、主な科目につきまして説明させていただきます。   ２５６ページ、事項別明細書からでございます。   １款国民健康保険税は、総額３億４，９３１万６，０３１円で、前年度に比べ、２０．６％の減少となりました。２０年度の徴収率は、現年度分で９１．９％、過年度分で１３．７％となり、前年度と比較して、現年度分で１．９％、過年度分で３．８％と、それぞれ減少となりました。   なお、地方税法の規定に基づき、１４人で２３６万８，２６０円の不納欠損処理をさせていただいております。   ２５８ページ、３款国庫支出金は、総額４億４，１６５万７，５４５円で、対前年度比１５．５％の減となっております。   ２６０ページ、４款療養給付費交付金は、総額１億４，２０８万５，０００円で、対前年度比６５．６％の減と、大きく減少しております。   ５款前期高齢者交付金は、制度改革により２０年度から新たに設けたものであり、６５歳から７４歳の被保険者にかかるもので、総額４億２，５６８万７，４２９円の収入でございます。   ６款府支出金では、総額８，８８１万９，５１３円で、対前年度比９．６％の増となりました。   ２６２ページ、７款共同事業交付金は、総額１億８，８０３万５６２円で、対前年度比３．５％の減となりました。   ９款繰入金は、総額１億５，８３５万３，７１９円で、内、８，０００万円は財源不足に
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よる基金からの繰入金でございます。対前年度比は２３．４％の減となっております。    続きまして、歳出の主な科目につきまして説明させていただきます。   ２７２ページ、２款保険給付費は、総額１１億５，６６５万４，０６５円で、対前年度比３．２％の減となりました。療養給付費における一般被保険者の数は、平均４，７５８人で、一人当たりの医療費は２６万２，９５５円と、前年度に比べ２万３，９７８円、退職被保険者の一人当たりの医療費は３３万６４２円で、前年度に比べ７，２５８円と、それぞれ増額となったところでございます。   ２７６ページ、３款後期高齢者支援金は、前年度までの老人保健拠出金にかわるもので、総額２億１，１８１万２，９９２円支出いたしました。   ２７８ページ、５款老人保健拠出金は、２０年３月診療分に係るものが主なものでございまして、総額３，２９８万１５５円支出、対前年度比８８．７％の減となっております。   ６款介護給付金は、８，６９８万７，５１９円で、対前年度比１．８％の増となっております。   ７款共同事業拠出金は、総額２億２，４５６万４，６７６円で、保険財政共同安定化事業拠出金の増額を主なものとしまして、対前年度比、５．１％の増となりました。   ２８０ページ、８款保健事業費では、総額３，０２９万２，２３７円で、対前年度比８０％の増となり、これは２０年度から、特定健診や特定保健指導事業が義務化されたことによりまして、これらに係る経費を１，２２０万９，０２８円、一般会計に繰り入れたことが主な要因でございます。   ２８４ページ、１１款諸支出金は、総額３，６６４万６，７３５円で、対前年度比１７．８％の減となりました。１９年度分の国・府支出金等返還金に２，７７４万３，８０５円、瑞穂病院、和知診療所、和知歯科診療所会計に７４１万６，０００円繰り出しを行っております。   以上、国民健康保険事業特別会計事業勘定の説明とさせていただきます。   続きまして、京丹波町国民健康保険事業特別会計質美診療所勘定歳入歳出決算につきまして、説明をさせていただきます。   なお、本会計につきましては、２１年４月から京丹波町病院附属診療所となったことから、３月末日をもちまして、打ち切り決算とさせていただいたところでございます。   また、４月以降に入金の２月、３月分の診療報酬並びに３月未払分につきましては、２１年度一般会計で一定の整理をさせていただいております。   ２８９ページでございますが、歳入総額、歳出総額ともに３，４９９万２，２９５円でご
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ざいます。これは、歳入歳出差引額を一般会計に繰り出し、収支の差をゼロ円とさせていただきました。   歳入の主な科目を説明させていただきます。   ２９４ページ、事項別明細書でございます。   １款診療収入は、総額１，６４４万１，２６０円となりました。週３回の開設で、診療実日数は１４４日、診療延べ患者数は２，２４０人、１日当たりの患者数は１５．６人、１日当たりの診療収入は１２万４，５４１円で、１受診当たりの外来診療費は８，００６円となったところでございます。   ２９６ページ、６款繰入金では、会計の廃止に伴い運営基金を全額取り崩しまして繰り入れております。   歳出につきましては、３００ページ、２款医業費で、医薬材料費を主なものとしまして、９４３万６，８３０円支出いたしております。   以上、質美診療所勘定の説明とさせていただきます。   続きまして、京丹波町国民健康保険事業特別会計和知診療所勘定歳入歳出決算につきまして、説明させていただきます。   ３０３ページからでございます。   本年度の歳入総額は３億４，７０４万７，２３９円、歳出総額３億４，５９８万１，６４０円で、歳入歳出ともに、前年度に比べ０．３％の増となりました。歳入から歳出を差し引きました形式収支、また実質収支は、１０６万５，５９９円の黒字決算となりました。   歳入でございますが、３０８ページの事項別明細書でございます。   １款診療収入は、２億４，２３２万３，２３１円で、対前年度比２．４％の減収となりました。入院収入の状況につきましては、延べ患者数は一般病床で２，１８２人、療養病床で２，２５７人、前年度と比較いたしまして、一般病床は１０７人の減、一方、療養病床では３２５人の増加となりました。１日当たり診療収入は、一般病床が７万４，６９３円、療養病床が５万３，４８８円で、前年度と比較しまして一般病床２，８２５円、療養病床１万２，９６５円の増となり、入院収入におきまして対前年度比９．５％の増収となりました。   外来収入は、延べ患者数が１万８，４６８人で、対前年度４９６人の減、１日当たりの診療収入は７４万５，７６７円で対前年度３万７０４円の減となり、外来収入におきましては対前年度比５．０％の減収となりました。   ３１０ページ、３款繰入金では、一般会計から８，４００万円、国民健康保険事業特別会計から、国民健康保険調整交付金分として、６４７万円の繰り入れを行いました。 
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  ３１２ページ、５款諸収入では、常勤医師の研修日を確保するために、その代替として臨時医師を雇用した場合に補助対象となる「長寿社会づくりソフト事業交付金」５７０万円を主なものといたしまして、７７９万４，９５２円の入金を見ております。   次に、歳出でございます。３１４ページ。   １款総務費では、医師、看護師、技師、事務職員等人件費及び診療所運営経費として、２億２，３５６万３，５７３円を支出いたしました。   ３１８ページ、２款医業費では、医薬材料費９，３３８万１，０５２円、血液検査等検査業務委託料に４１０万８，６０４円、給食業務委託料に、１，２１６万８，１９８円を支出いたしました。   以上、和知診療所勘定の説明とさせていただきます。   続きまして、京丹波町国民健康保険事業特別会計和知歯科診療所勘定歳入歳出決算につきまして、説明させていただきます。   ３２３ページからでございます。   歳入総額は６，９０１万２，０７０円で、対前年度比２．３％、支出総額は６，８３２万２，０６９円で、対前年度比１．１％とそれぞれ減少いたしました。形式収支、実質収支ともに、６９万１円の黒字決算となりました。   ２０年度の診療の状況は、延べ患者数は７，４５８人で、前年度と比較しますと３０５人の減少となりましたが、１日当たりの診療収入２２万６，４１３円、１診療当たりの診療費は７，３７７円と前年度と比較して増額となりました。   ３２８ページ、歳入でございますが、１款診療収入につきましては、後期高齢者診療報酬分が２３０万円余り増額となりましたことから、外来収入は前年度と比較して６．２％の増収となりました。   ２款繰入金では、一般会計から４００万円、国民健康保険調整交付金分として、国保特別会計から７１万４，０００円の繰り入れを行いました。なお、国民健康保険調整交付金分につきましては、町内に新たな歯科医院が開業されまして、へき地種別が変更となりましたことから大幅な減額となり、昨年度は一般会計からの繰り入れを行いませんでしたが、２０年度は繰り入れを行いました。しかしながら、対前年度比は、２７．９％の減となったところでございます。   ３３２ページからの歳出でございますが、１款総務費では、歯科医師、技術職員、事務職員の人件費、また診療所施設に係ります経費で、総額５，６０８万５，１８３円を支出いたしました。前年度と比較いたしまして、１．８％の減額となっております。 
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  ３３４ページ、２款医業費は、医薬品のほか、歯科技工委託料といたしまして総額１，０７６万３６８円を支出いたしました。   以上、和知歯科診療所勘定の説明とさせていただきます。   続きまして、認定第３号 平成２０年度老人保健特別会計歳入歳出決算につきまして、説明をさせていただきます。なお、本会計につきましては、後期高齢者医療制度への移行に伴いまして、平成２０年３月診療分までの医療給付等に係るものでございます。   ３３９ページからでございます。   歳入総額２億４，３６３万３，８６１円、歳出総額２億４，３１２万３，０５０円で、形式収支、実質収支ともに、５１万８１１円の黒字決算となりました。   歳入につきましては、事項別明細書３４４ページからでございます。   １款支払基金交付金では、医療費並びに審査支払手数料で総額１億２，３８１万９，２６８円を、２款国庫支出金では７，８４８万１，０８１円を、３款府支出金では１，７６７万８，９７４円を、それぞれ受け入れたところでございます。   また、３４６ページ、４款繰入金では、一般会計から２，１２０万８，０００円の繰り入れを行いました。   ３５０ページからの歳出につきましては、１款医療諸費で２億１，６７２万２，７９１円を支出、２款諸支出金では医療費の翌年度精算分として、国・府支出金で７９万５，１９５円を返還、繰入金の翌年度精算分として一般会計へ２，５６０万５，０６４円を繰り出しております。   以上、老人保健特別会計の説明とさせていただきます。   続きまして、認定第４号 平成２０年度後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算につきまして、説明をさせていただきます。   本会計につきましては、医療制度改革により平成２０年度から新たに設けた会計でございます。後期高齢者を被保険者として保険料を徴収し医療給付を行う制度で、保険料の決定・賦課や給付、診療報酬の支払いは広域連合が行うこととなっており、広域連合の算定に基づく保険料を徴収し広域連合に納付する収支となっております。   ３５５ページからでございます。   歳入総額１億６，８０１万８，５７１円、歳出総額１億６，５７２万９，２９５円で、形式収支、実質収支ともに、２２８万９，２７６円の黒字決算となりました。   歳入につきましては、３６０ページ、事項別明細書からでございます。   主な歳入科目につきましては、１款保険料は、特別徴収・普通徴収合わせまして、１億１，
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７２３万５，１５５円となりました。なお、収入未済額欄につきましては２４万１，１１６円超過しておりますが、これは過誤納金の還付が日数を要し、年度末の発生分については、翌年度還付となることなどから、事実上は、過誤納金が５１万６，０５９円、収入未済金が２７万４，９４３円となり、徴収率といたしましては９９．７６％となったところでございます。   ３款繰入金では、事務費、保険基盤安定分を合わせまして、一般会計から５，０３８万９，５７６円繰り入れております。   主な歳出につきましては、３６４ページ、２款後期高齢者医療広域連合納付金で、４月から３月までの保険料といたしまして１億１，４９４万５，８７９円、保険基盤安定分として４，９４３万２，０９７円、総額１億６，４３７万７，９７６円支出しております。   以上、後期高齢者医療特別会計の説明とさせていただきます。   続きまして、認定第５号 平成２０年度介護保険事業特別会計事業勘定歳入歳出決算につきまして、説明させていただきます。   ３６９ページからでございます。   歳入総額は１６億２，３４３万７，３９９円で、対前年度比１．７％の増、支出総額は１５億６，７７４万９，９９９円で、対前年度比０％となり、形式収支、実質収支ともに、５，５６８万７，４００円の黒字決算となりました。   平成２０年度の介護保険の状況でございますが、２１年３月末で、第１号被保険者は５，６３５人で、総人口１万７，１２４人に対して、３２．９％となったところでございます。また、要介護認定者数は、１号２号合わせまして９８６人、居宅介護サービス受給者は５７０人で、認定者の５７．８％、施設介護サービス受給者は２５３人で、認定者の２５．７％となっております。   歳入につきましては、事項別明細書３７６ページからでございます。主なものとしましては、１款保険料は総額２億７，２１１万５，２００円で、対前年度比０．１％の微増となりました。なお、収入未済額は６６３万５，３００円となっており、現年度分の徴収率は９９．１３％となったところでございます。   また、介護保険法第２００条の規定によりまして、８６人分、３０１万８００円の不納欠損処理をさせていただいております。   ３款国庫支出金では、今年度、新たな介護従事者処遇改善臨時特例交付金、１，２１９万８，３４８円を含みます総額４億１，１５９万９，９０３円を、３７８ページ、４款支払基金交付金では４億６，３７０万５，０００円、５款府支出金では２億３，７１３万２，６５
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７円を受け入れいたしました。   ３８０ページ、７款繰入金では、一般会計から２億９３４万８，３３２円を繰り入れいたしております。   主な歳出としましては、１款総務費では、合併後初めての計画改定となりました介護保険事業計画の策定業務委託料といたしまして、３８６ページでございますが、２９４万円を支出いたしました。   ２款保険給付費でございますが、居宅介護、施設介護等の１項介護サービス等諸費としまして１３億３４３万７，９０２円、３８８ページ、２項介護予防サービス等諸費６，９１１万９，３９３円、３９０ページ、５項特定入所者介護サービス等費７，２８１万８，４８０円など、保険給付費総額１４億７，３０７万４１４円を負担いたしたところでございます。   ３９４ページ、５款基金積立金では、介護保険給付費準備基金に５８０万６，０００円を積み立てたほか、新たに介護従事者処遇改善臨時特例基金といたしまして、１，２１９万８，３４８円を積み立ていたしました。   ３９６ページ、６款公債費では１，１５９万８，８８５円を支出し、財政安定化基金償還金は、２０年度の償還をもちまして完済となりました。   以上、介護保険事業特別会計の説明とさせていただきます。   続きまして、平成２０年度介護保険事業特別会計サービス事業勘定歳入歳出決算につきまして、説明させていただきます。   ３９９ページからでございます。   歳入総額は７３３万７，４７５円で、対前年度比１３．５％、支出総額は７００万６，０４６円で、対前年度比１７．６％と、それぞれ増となり、形式収支、実質収支ともに３３万１，４２９円の黒字決算となりました。   ４０４ページ、歳入でございますが、１款サービス収入は、居宅支援サービス計画費収入６８２万８，５００円で、委託件数は、事業者委託分１，２３２件、５０３万３，０００円、直営件数４３２件、１７９万５，５００円でございます。   歳出につきましては、４０６ページ。   ２款事業費が主なもので、歳入で受け入れました町内８、町外４の事業者への介護予防サービス計画作成委託料５０３万３，０００円が主な支出でございました。   以上、介護保険事業特別会計サービス事業勘定の説明とさせていただきます。   続きまして、認定第６号 平成２０年度京丹波町水道事業特別会計歳入歳出決算につきまして、説明させていただきます。 
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  ４１１ページからでございます。   歳入総額１３億８，８１６万５，５７７円で、対前年度比１４．８％、歳出総額１３億８，３５２万５，２６１円で、対前年度比１３．８％とともに減少となりました。主な要因といたしましては、水道施設統合整備事業の減少によるものでございます。歳入から歳出を差し引きました形式収支は４６４万３１６円、翌年度へ繰り越すべき財源４００万円を差し引きました実質収支額は６４万３１６円となり、形式収支、実質収支ともに黒字決算となりました。   平成２０年度末での給水件数は６，４９４件で、前年度と比較しますと、１４３件の増加で、給水人口は、１万７，０４６人となったところでございます。   歳入につきましては、事項別明細書４１８ページからでございます。   １款分担金及び負担金、１項分担金につきましては、新規加入６５件及びグリーンハイツ区からの分割納付分で、２，２１７万１，０００円となり、前年度と比較し２５．１％の減となりました。なお、水道加入分担金につきまして、６万円の不納欠損処理をさせていただいております。   ２項負担金は、給水工事負担金が主なものでございまして、８２１万８，０５０円、対前年度比８２％の減となりました。   ２款使用料及び手数料の水道使用料は、総額４億６，９５２万１，９９１円の収入で、うち現年度分は、４億６，５６２万１，８００円、徴収率９７．３８％となり、有収水量の減少等により、前年度から３．１％の減収となりました。なお、収入未済額は５，４３０万４，３９９円で、５１件、２６１万２，６１０円の不納欠損処理をさせていただいております。   ３款国庫補助金では、１９年度繰越事業と合わせまして、水道施設整備費補助金等、総額８，６０２万８，０００円。   ４２０ページ、４款府支出金では、ふるさとの水確保対策事業費補助金として、４，６５５万５，６００円をそれぞれ受け入れました。   ６款繰入金では、一般会計から２億８，３９０万６，０００円を、水道事業基金から、４，９００万円を繰り入れいたしました。対前年度比２０．１％の増となっております。   ４２２ページ、８款諸収入では、町民の皆様に、ご理解、ご協力いただきました和知簡易水道事業の水道料金表一部欠落によります運営協力金、５，９５４万８４０円を受け入れさせていただいております。   ９款町債は、１９年度繰越事業と合わせまして、総額３億３，６８０万円、対前年度比４０．７％の減となりました。内容といたしましては、統合簡易水道事業の財源として、地方
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債２億６，６３０万円を借り入れ、公債費の軽減を図るための繰上償還の財源として、簡易水道事業借換債７，０５０万円を発行いたしました。   続きまして、４２４ページからの歳出でございます。   １款水道管理費は、人件費、水道施設の維持管理経費が主なものでございますが、４２７ページ、償還金利子及び割引料では、先ほど歳入で説明いたしました運営協力金にかかる使用料返還金を、５，２７３万６，６７０円支出いたしております。また、積立金では、水道事業基金に４，８４２万円を初め、水源開発推進基金、グリーンハイツ簡易水道事業基金に、総額６，０７４万７，０００円の積み立てをいたしております。   ４２８ページ、２款施設費、１項水道施設費では、１９年度からの繰越事業を含めまして統合簡易水道整備事業工事代金としまして、１億５，２６２万３，８００円、また、畑川ダム建設工事負担金として、京都府に５，９２０万円を支出いたしております。２項簡易水道施設費では、１９年度繰越事業を含めまして、和知地区簡易水道事業工事代金として、１億６，００８万７，４００円を支出。なお、４００万円を２１年度に繰り越しいたしております。   ４３０ページ、３款公債費では、長期償還金元利合わせまして、６億２，９１１万９，３２２円を償還いたしました。   以上、水道事業特別会計の説明とさせていただきます。   続きまして、認定第７号 平成２０年度京丹波町下水道事業特別会計歳入歳出決算につきまして、説明させていただきます。   ４３３ページからでございます。   歳入総額は、１１億５，５３３万７，０７８円、歳出総額は、１１億５，４９８万８，１４８円で、前年度比較は、歳入歳出ともに、７．２％の増となりました。形式収支、実質収支は、ともに３４万８，９３０円の黒字決算となりました。   京丹波町の下水道の状況は、町内２３処理区におきまして、計画戸数４，５２９戸、加入件数３，５１５戸、使用件数３，１２９戸で、施設使用率８９．０％となったところでございます。また、合併処理浄化槽につきましては、設置対象基数が、１，９４１基で、設置基数は１，１８６基、整備率６１．１％となりました。   それでは、歳入、事項別明細書４３８ページから説明させていただきます。   １款分担金及び負担金では、農業集落排水事業、特定環境保全公共下水道事業、浄化槽市町村整備推進事業分の新規加入分担金、事業分担金として、４，２６５万６，０００円を受け入れております。 
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  ２款使用料及び手数料、１項使用料では、各事業合わせまして、１億９，０１７万５，７９０円を収入し、現年度分の徴収率は、９８．３％となったところでございます。なお、収入未済額につきましては、２，３８７万５，１６０円となっております。   ４４２ページ、３款 国庫支出金では、特環事業費国庫補助金として、８，２２５万円、浄化槽事業費国庫補助金として、２７３万４，０００円を受けております。   ４款府支出金では、農業集落排水、公共下水道、浄化槽整備事業合わせまして、１，２８６万５，０００円の補助金を受けたところでございます。   ４４４ページ、６款繰入金では、一般会計からそれぞれの事業に総額４億８，５６２万１，０００円を繰り入れております。   ４４６ページ、９款町債では、公債費の軽減を図るため、繰上償還の財源としての下水道事業借換債１億２，５００万円を初め、総額３億３，８５０万円を借り入れたところでございます。   次に、歳出でございます。   主な支出としまして、４５０ページ、２款下水道費、１項農業集落排水費では、施設の維持管理に係る委託料として、船井郡衛生管理組合等に５，７９８万７，０７４円を支出いたしました。   ４５２ページ、２項公共下水道費では、下山浄化センター建設工事委託料として、１億４，８００万円を、４５４ページでは施設の維持管理に係る委託料として、船井郡衛生管理組合等に４，９２２万２，５８９円を支出いたしました。３項浄化槽市町村整備推進施設費では、５人槽６基、７人槽５基の工事請負代金として１，０３３万７，２５０円を、４５７ページでは、維持管理にかかる委託料として、７，０１４万５，５６０円を支出いたしました。   ３款公債費では、各事業にかかる借入金につきまして、長期償還金元利合わせまして、７億２７３万６，１３１円を償還いたしました。   以上、下水道事業特別会計の説明とさせていただきます。   続きまして、認定第８号 平成２０年度京丹波町土地取得特別会計歳入歳出決算につきまして、説明させていただきます。   ４６１ページからでございます。   歳入総額５７万２，６２２円で、対前年度比３４．６％、歳出総額５７万２，０００円で、対前年度比３４．９％と、それぞれ増。形式収支、実質収支ともに、６２２円の黒字決算となりました。   ４６６ページ、歳入につきましては、土地開発基金の運用収入が、５７万１，１００円で
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ございました。   ４６８ページ、歳出につきましては、基金運用収入を５７万２，０００円、土地開発基金に積み立てております。  以上、土地取得特別会計の説明とさせていただきます。   続きまして、認定第９号 平成２０年度京丹波町育英資金給付事業特別会計歳入歳出決算につきまして、説明させていただきます。   ４７１ページからでございます。   歳入総額１８８万５，２０７円で、対前年度比２０．３％、歳出総額１８８万４，０００円で、対前年度比２０．５％とそれぞれ増。形式収支、実質収支ともに、１，２０７円の黒字決算となりました。   ４７６ページ、歳入の主なものにつきましては、３款繰入金で、一般会計及び育英基金から、１７４万円を繰り入れております。   ４７８ページ、歳出では、２款育英費につきまして、歳入繰入金で繰り入れました１７４万円を、大学生８名、高校生５名に対しまして給付いたしております。   以上、育英資金給付事業特別会計の説明とさせていただきます。   続きまして、認定第１０号 平成２０年度京丹波町町営バス運行事業特別会計歳入歳出決算につきまして、説明させていただきます。   ４８１ページからでございます。   歳入総額１億１，５１８万８，６７３円で対前年度比１７．４％、歳出総額１億１，４８３万８，１３３円で、対前年度比１７．５％とそれぞれ増。形式収支、実質収支ともに、３５万５４０円の黒字決算となりました。   ２０年度のバス一般乗客数は、延べ人数で３万４，５６６人、１日平均１４１人の利用でございました。   それでは、事項別明細書、４８６ページの歳入でございますが、１款事業収入は、運賃収入が９０１万７，８７５円、スクールバス認定路線を受託運行しております受託収入は、２，５０６万５，８１０円、合わせまして３，４０８万３，６８５円でございました。   ２款府支出金は、２０年度に中型ワンステップバスを２台購入させていただいたところですが、その補助金として、１，３００万円を受けております。   ４款繰入金では、一般会計から４，６７２万２，０００円の繰り入れを行っております。   ４８８ページ、７款町債では、バス購入に係る過疎対策事業債を、２，０６０万円借り受けております。 
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  歳出、４９０ページからでございます。   １款事業費は、人件費及びバス等の維持管理運営経費としまして、総額１億９３３万９，５２９円の支出いたしておりますが、１１節需用費では、バスの燃料費、また車検など修繕費を主なものとしまして、１，８１５万９５８円を支出。   ４９３ページ、１８節備品購入費では、中型ワンステップバス２台の購入費３，３６９万４，５００円を支出いたしております。なお、事業費では、国の地域活性化等交付金関連におきまして、バス購入に係る運行一般事業として、４，０６２万８，０００円を２１年度に繰り越しいたしております。   以上、町営バス運行事業特別会計の説明とさせていただきます。   続きまして、「財産に関する調書」について、説明させていただきます。   ４９６ページからの公有財産でございますが、土地、建物の増減の状況のみ説明させていただきます。   ４９８ページ、行政財産におきます「土地及び建物」の決算年度中の増減でございます。   まず、土地では、警察・消防建物でございますが、辻村、中畑地区の防火水槽３カ所と、中村地区消防施設用地取得により、４１７平方メートルの増加でございます。   公共用財産／公園でございますが、竹野地区南丹農用地総合整備事業により、５０９平方メートルの減少となっております。  公共用財産／その他の施設につきましては、梅田保育所用地の施設廃止によります普通財産への異動、統合簡易水道施設用地取得、竹野地区南丹農用地総合整備事業完了に伴う換地処分などにより、１万４，９０３平方メートルの増加となっております。   建物では、その他の行政機関／その他の施設・木造が、４５２平方メートルの減小でございますが、梅田保育所用地の施設廃止により、普通財産へ異動したことによるものでございます。非木造につきましては、上豊田共同作業所用途廃止によります普通財産への異動及び統合簡易水道施設４施設の設置により、１０６平方メートルの減少となっております。   ５００ページ。普通財産でございますが、土地につきましては、公共用財産／その他の施設で、２，９０１平方メートルの増加となっております。上豊田共同作業所用途廃止並びに梅田保育所用地の施設廃止によります行政財産からの異動等が主なものでございます。  建物につきましては、公共用財産／その他の施設・木造が３０４平方メートルの増加、梅田保育所用地の施設廃止によります行政財産からの異動、１戸建て住宅２戸の売却によるものでございます。非木造につきましては、上豊田共同作業所用途廃止によります行政財産からの異動により、２５２平方メートルの増加となっております。 
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  ５０２ページ、出資によります権利につきましては、２０年度、新たに地方公営企業等金融機構に２６０万円の出資を行っております。   次の物品につきましては、「車両・船舶類」で１台の増。これにつきましては、町営バス２台、各課公用車７台の購入及び８台の廃車によるものでございます。「医療・衛生器具類」１台の増は、三ノ宮小学校に車いすを１台購入いたしました。「運動・娯楽用品類」３台の増は、町内３保育所で発達支援に係る遊具を購入いたしました。「雑品類」の１台増は、町営バス業務用の簡易ハウス設置によるものでございます。   続きまして、５０４ページ。基金でございますが、現金の一般会計では、減債基金の６，５５４万９，０００円を初め、４基金において減額となりましたが、財政調整基金等１０基金におきまして増額いたしました。特別会計では、国保財政調整基金で７，８２６万４，２２８円の減額、質美診療所財政調整基金につきましては、会計の廃止に伴い全額取り崩しております。   以上、一般、特別会計を合わせましての基金の決算年度中増減高は、８，２００万４，１２０円、年度末現在高は、３５億８，３２９万６，２８８円となったところでございます。   以上、財産に関する説明とさせていただきます。         続きまして、認定第１１号 平成２０年度京丹波町須知財産区特別会計歳入歳出決算につきまして、説明させていただきます。   なお、これから財産区の決算説明をさせていただきますが、すべて、財産に関する調書は、説明を省略させていただきます。   ５２５ページからでございます。   歳入総額１８７万５，８４６円、歳出総額１６９万８，４８４円、歳入歳出差引額、実質収支額ともに１７万７，３６２円の黒字決算となったところでございます。   ５３０ページ、歳入でございますが、１款財産収入の主なものとしましては、須知地区の財産運用収入としまして、駐車場貸付料１３万円、携帯電話通信鉄塔敷地料２６万７，５３５円、丹波綾部道路工事用道路立木補償に係る売払収入４０万９００円となっております。   ２款寄附金では、枝打・間伐等の森林管理にかかる寄附金として４２万円受け入れております。   ３款繰入金では、竹野地区におきまして、２１万円の基金繰入を行っております。   ５３４ページ、歳出でございますが、須知地区では委員報酬のほか、敬老会、区長会への補助金として４４万４，５９１円を支出、また管理運営基金に８１万３，０００円の積み立てを行っております。竹野地区では、委員報酬のほか、小学校卒業記念品の助成、また管理
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運営基金に８万５，０３２円を積み立てております。   以上、須知財産区特別会計の説明とさせていただきます。   続きまして、認定第１２号 平成２０年度京丹波町高原財産区特別会計歳入歳出決算につきまして、説明させていただきます。   ５４１ページからでございます。   歳入総額３２万７，５３０円、歳出総額３０万６，４００円、歳入歳出差引額、実質収支額ともに２万１，１３０円の黒字決算となりました。   ５４６ページ、歳入では、２款寄附金２１万９，３００円、これは、当財産区内、７３１戸に一律３００円として寄附金を集めたものが主な収入でございます。   次に、５４８ページ、歳出でございます。   委員報酬、区長報償を初め、財政管理調整基金に１５万５，０００円を積み立てております。また、木ノ谷林道管理委託料４万円を支出しております。   以上、高原財産区特別会計の説明とさせていただきます。   続きまして、認定第１３号 平成２０年度京丹波町桧山財産区歳入歳出決算につきまして、説明させていただきます。   ５５３ページでございます。   歳入総額１，８４３万２，７１３円、歳出総額１，６９６万５，５２５円、歳入歳出差引額、実質収支額ともに、１４６万７，１８８円の黒字決算となりました。   ５５８ページ、歳入でございますが、１款財産収入、１項財産運用収入で、瑞穂ゴルフクラブ土地貸付料１，３０５万８，０００円、２項財産売払収入で、丹波綾部道路にかかる土地売払収入として、９３万５，４２６円が主な収入でございます。   ５６２ページ、歳出でございますが、１款総務費、１項総務管理費では、財政調整基金に５１１万５，０００円の積み立てを行っております。２項財産管理費では、直営林保育作業委託料として３００万円、５６４ページ、３項諸費では、構成地区の各団体への活動補助金や山林高度利用補助金として、６２４万５，０００円を支出しております。   以上、桧山財産区特別会計の説明とさせていただきます。   続きまして、認定第１４号 平成２０年度京丹波町梅田財産区特別会計歳入歳出決算につきまして、説明させていただきます。   ５６９ページでございます。歳入総額７３６万９２０円、歳出総額６７１万８，７０４円、歳入歳出差引額、実質収支額ともに、６４万２，２１６円の黒字決算となりました。   ５７４ページ、歳入でございますが、１款財産収入では、携帯電話基地等への土地貸付収
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入５４８万５，５３４円が主な収入でございます。   次に、５７８ページ歳出でございますが、１款総務費、１項総務管理費、２目財産管理費で、直営林保育作業委託料として、１１５万８，０００円を支出、また、上大久保区へ土地貸付料として、３１７万５８７円を支出いたしました。３目諸費では、４団体に、活動費として１００万円の助成が主な支出でございます。   以上、梅田財産区特別会計の説明とさせていただきます。   続きまして、認定第１５号 平成２０年度京丹波町三ノ宮財産区特別会計歳入歳出決算につきまして、説明させていただきます。   ５８５ページでございますが、歳入総額４４４万８，９２１円、歳出総額３９１万４，３２０円、歳入歳出差引額、実質収支額ともに、５３万４，６０１円の黒字決算となりました。   ５９０ページ、歳入でございますが、１款財産収入では、地元８集落への土地貸付収入、松茸山入札金で１０５万５，０００円。２款繰入金では、財政調整基金から２１９万８，０００円の繰り入れが主な収入でございます。   次に、歳出につきましては、１款総務費、１目一般管理費では、財政調整基金に２７万円の積み立てを行っております。２目財産管理費では、保井谷区内の直営林境界明示業務委託料に５２万円。５９６ページ、３目諸費では、地元５団体への活動補助金として、８８万６，０００円を助成いたしました。   以上、三ノ宮財産区特別会計の説明とさせていただきます。   続きまして、認定第１６号 平成２０年度京丹波町質美財産区特別会計歳入歳出決算につきまして、説明させていただきます。   ６０１ページからでございます。   歳入総額、４１１万８，９１５円、歳出総額３３２万８，２８８円、歳入歳出差引額、実質収支額ともに、７９万６２７円の黒字決算となりました。   ６０６ページ、歳入でございますが、１款財産収入で、地元７地区に対しての土地貸付料１４１万４，２００円、３法人への土地貸付料１３４万円が主な収入でございます。   次に、６１０ページ、歳出でございますが、１款総務費、１目一般管理費では、管理運営基金に７７万７，０００円積み立てております。２目財産管理費では、直営林保育作業委託料として８０万円。   ６１２ページ、３目諸費では、２団体への活動補助金並びに貸付林等高度利用補助金として、３６万８，０００円を支出いたしました。   以上、質美財産区特別会計の説明とさせていただきます。 
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  続きまして、認定第１７号 平成２０年度京丹波町国民健康保険瑞穂病院事業決算につきまして、説明をさせていただきます。   ページを少し戻っていただきまして、５０７ページからでございます。   初めに、瑞穂病院の概況といたしまして、患者さんの動向でございますが、入院患者数は、延べ１万２，４７９人で、対前年度比６．７％の減、外来患者数は、延べ３万２，２３７人で、対前年度比４．１％の減となりました。   それでは、決算書によりまして、説明させていただきます。   ５０９ページ、損益計算書でございますが、医業収益では入院収益が２億４，１５２万６，７７４円、外来収益は３億３，１０４万５，８４４円、その他医業収益３，０７２万４，０７０円で、合計６億３２９万６，６８８円となりました。前年度と比較しまして、入院収益は６．１％の増、外来収益は４．１％の減となりました。入院収益につきましては、前年度に引き続き「看護配置１３対１」の入院基本料を算定し、また、２０年４月１日から、一般病床を３０床から３９床に、療養病床を１７床から８床に病床変更しました結果、増収につながったところでございます。   外来収益につきましては、ガソリンの高騰や不況などの影響により、外来診療を控える傾向がうかがえ減少となりました。これらの結果、医業収益全体で、対前年度比０．４％の減収となりました。   医業外収益では、一般会計から補助金として１億１，６００万円、企業債償還利子分としての負担金交付金３，０４２万５，８６０円が主なものでございます。これらを合わせまして、病院事業収益は、７億５，２９３万４，２１４円となりました。   次に、医業費用でございますが、主なものは給与費３億６，９１０万３，６７８円で、対前年度比４．４％の減、医薬材料費１億９，６７５万９，６１２円で３．５％の減、経費１億２，４５６万２，６２５円で１６．３％の増、医業費用の合計は７億５，０６３万４，７１４円で前年度と比較しまして、１．０％の減となったところでございます。   医業外費用では、支払利息３，０４２万５，８６０円、繰延勘定償却１，８７５万１，２０４円を主なものとしまして、５，１１１万３，７５４円を支出いたしました。これによりまして、当年度純損失は、４，８８１万４，２５４円となったところでございます。   次に、５０８ページ、資本的収支でございますが、収入の他会計出資金５，２０９万４，３１９円は、一般会計からの出資金、補助金の２３万２，０００円は、訪問看護車両購入に伴う国庫補助金で、合計５，２３２万６，３１９円となりました。   支出につきましては、企業債償還金５，２０９万４，３１９円と、訪問看護車両購入に係
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る建設改良費８６万５２０円で、合計５，２９５万４，８３９円となりました。収入額が支出額に不足する６２万８，５２０円につきましては、過年度分損益勘定留保資金で補てんしたところでございます。   以上、国民健康保険瑞穂病院事業会計の説明とさせていただきます。   これで、認定第１号から第１７号までの決算説明とさせていただきます。ご審議いただきまして、ご承認を賜りますよう、どうぞよろしくお願いいたします。 ○副議長（野間和幸君） ここで、代表監査委員に決算審査意見の報告を求めます。   人見監査委員。 ○代表監査委員（人見 亮君） 私どもに付されました平成２０年度京丹波町諸会計の決算審査につきましては、過日、実施をさせていただきました。   審査の対象、期間、方法等々、提出いたしました意見書のとおりであります。一部朗読し、審査意見といたします。   戦後、我が国の経済は順調に成長し、その成長に伴う財政力が、社会保障や社会資本の整備を促進してきました。経済活動の成否は、需給バランス、販売連鎖につきます。連鎖を支えてきたのは、大量消費という新しい文化であり、それを発展と称してきました。実は、これはきりのない話であって、とめどない技術革新や開発、また人口増とその雇用がなければ連鎖が途切れるという限界を抱えています。世に確立された経済理論は存在しないといわれるゆえんです。発展した国は、グローバリゼーション・国際競争に場を求め、連鎖をつなぎとめるほかすべはありません。   社会保障や社会資本の整備が、国民に寄与することは大事であることは間違いありませんが、本来、整備といえども利点ばかりで、問題点は何もないということはあり得ません。すべての物ごとには多面性があり、よいことの一方、「そのかわりに」ということが必ずついてまわるものです。「そのかわりに」という点を詰めておかないと、整備の土台を築いたことにはなりません。財政の本質論に至ることもありません。この国の指導者は、「そのかわりに」という点に気づかなかったのか、あえて隠したのか、定かではありませんが、国民も「そのかわりに」ということからは比較的解放され、土台もなければ本質論もないような中央集権的な発展を受け入れてきました。同時に、文化が変わり、価値観が変わっていきました。多様な整備のメカニズムは徐々に肥大化し、メカニズムと密着した既得権益の牙城が至るところにそびえ立ってきました。勢い、財政負担は膨張の一途をたどらざるを得ません。今日、多くの整備が問題点に直面し、国民は、後出しじゃんけんみたいな「そのかわりに」ということを強いられているのであります。行財政は、気の遠くなるほどの硬直化のきわみ
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にあります。そういう中央の構造は、地方自治体において縮図をなしており、京丹波町でも例外ではありません。   以上のような時勢の中の１カ年を切り取った形として、平成２０年度京丹波町の会計決算が存在します。   昨年３月の定例会における平成２０年度予算編成の町長説明は、要約すると、「これからの時代、『あれもこれもやる』ということはできない。総合計画の着実な実現を念頭に置く」というものでした。   承認された予算に基づく事業展開については、一部、思うに任せることができなかったものもありますが、おおむね適正に執行されました。地域活性化のための即戦力としての人材登用は、実りのうかがえない１年目となりました。地方債の着実な償還は評価すべきものであります。交付税算入された地域再生対策費などを含む９月補正を思い起こしますと、ぎりぎりのところで、それでも少しでも将来の財政の弾力化のためには、今、どうあるべきか、町長の強い意思を垣間見る思いがいたしました。総じて、堅実な予算執行がなされた１カ年であったと思います。   事業を行うことによって、初めて確保される財源の構造には圧倒的なものがあり、大変幅広い事業の展開になっています。町の独自色も出していかなければなりません。事業の適切な事務手続にとどまらず、事業の効果を検証し、事業の継続を見きわめる作業も不可欠であります。まず、担当者が事業の意義を確信していなければ、その成果など望むべくもない。ただの事務屋か、真の行政マンか分かれ道。職員さんは多忙を極めてあたり前。おまけに、平成２０年は衆議院解散のために誕生した総理大臣が景気対策を掲げることで、総理大臣のいすに居座ることができたという、あっと言う間の不況に見舞われました。年度末には、地域活性化・生活対策の緊急施策が、京丹波町にも及びました。その財政出動が単なる需要のさけびに終わるのか、将来に何をもたらすのか、全く不透明であります。果たして職員さんがしっかり腰を落ちつけて、仕事のできる状況にあるのでしょうか。   ぎりぎりのところで、それでも少しでも将来の財政の弾力化のためには、今、どうあるべきか、部分的な努力だけではなかなか活路を見出せるものではありませんが、不断の努力は貴重であります。続行された理事者の給与、期末手当の１０％カット、職員管理職手当の１０％カット、また議会議員費用弁償の廃止などは、その努力、決断のあらわれであり、主体的な行革をなすものですが、住民の反応はいまひとつ見えてまいりません。主体性が住民に移り変わっていかない限り、例えば慣例化している補助事業を、一遍ゼロベースにのせてみようかというようなことすら難しいのかもしれません。それでもなお、今、どうあるべきか
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ということの根源は、行革をおいてほかにはないと思われます。   慢性的な課題であります税・使用料等の収納業務については、目覚しい改善には至りませんでしたが、滞納に対する各担当課の問題意識のさらなる高まりは、随所に見受けられます。成果が見られる部門もあります。全会計収入未済額５億円を超える壁に、粘り強く立ち向かわれんことを期待いたします。収納業務は公正でなければならないと同時に、過酷であってはなりません。滞納と一言でくくれても、個々の内容はさまざまであり、慎重かつ適切な対応がなされていることは確認をいたしました。不納欠損については、逐一、詳細な説明があり、状況的にも、法的にもやむを得ない措置であったと判断をいたしております。   地方自治体のあり方は、国のあり方に左右されてしまうという構図が、短期的に変わるとは考えられません。そのような中で、地方自治体がなし得る限り踏ん張るとはどういうことかということを追及しつつ、行政サービスを展開するご苦労はなみ大抵ではないと思っております。重ねて、奮闘に期待いたすものであります。   京丹波町が誕生してから３度目の通年決算の審査でありました。私どもの最後の決算審査になります。年々、職員さんが研さんを積まれていることを実感いたしました。   私どもも、多くを学ばせていただきました。審査におつき合いいただいた４６名の職員さんには、感謝を申し上げます。   以上です。 ○副議長（野間和幸君） ここで暫時休憩といたします。   休憩は、４時５分までといたします。 休憩 午後 ３時５３分 再開 午後 ４時０５分 ○副議長（野間和幸君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。   お諮りします。   認定第１号「平成２０年度京丹波町一般会計歳入歳出決算の認定について」から認定第１７号「平成２０年度京丹波町国民健康保険瑞穂病院事業決算の認定について」までの審査については、１３人の委員で構成する「決算特別委員会」を設置し、これに付託して審査することにしたいと思います。   これにご異議ありませんか。 （「異議なし」と呼ぶ者あり） ○副議長（野間和幸君） ご異議なしと認めます。   よって、認定第１号から認定第１７号は、１３人の委員で構成する｢決算特別委員会｣を設
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置し、これに付託して審査することに決定しました。   暫時休憩いたします。 休憩 午後 ４時０６分 再開 午後 ４時０７分 ○副議長（野間和幸君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。   お諮りいたします。   ただいま、設置されました決算特別委員会の委員の選任については、委員会条例第８条第１項の規定により、お手元に配付の決算特別委員会委員選任名簿のとおり指名いたしたいと思います。   ご異議ありませんか。 （「異議なし」と呼ぶ者あり） ○副議長（野間和幸君） ご異議なしと認めます。   よって、決算特別委員会の委員は、お手元に配付の決算特別委員会委員選任名簿のとおり選任することに決しました。   暫時休憩いたします。   休憩中、決算特別委員会をこの場において開催し、正副委員長の選任をお願いをいたします。 休憩 午後 ４時０８分 再開 午後 ４時０９分 ○副議長（野間和幸君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。   決算特別委員会において、正副委員長が決定しましたのでご報告いたします。   委員長に、山内武夫君、副委員長、坂本美智代君。   以上のとおりであります。よろしくお願いいたします。  《日程第４１、報告第２号 健全化判断比率について～  日程第４８、報告第９号 社会福祉法人わち福祉会に関する経営状況について》 ○副議長（野間和幸君） 日程第４１、報告第２号 健全化判断比率についてから日程第４８、報告第９号 社会福祉法人わち福祉会に関する経営状況について一括議題といたします。   町長の説明を求めます。   松原町長。 ○町長（松原茂樹君） それでは、まず、報告第２号及び第３号について、説明いたします。 
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  平成１９年６月に、地方公共団体の早期健全化及び財政の再生並びに公営企業の経営の安定化を目的として、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（自治体財政健全化法）が成立いたしました。   この法律は、従来の地方財政再建促進特別措置法による制度の課題を見直し、健全化比率の公表、当該比率に応じた健全化計画の策定や、行財政上の措置を講ずるとされたところであります。   報告第２号では、健全化判断比率として、次の４指標について報告するものであります。   まず、普通会計を対象とした赤字の程度を指標化した実質赤字比率は、収支赤字はなく、該当しませんが、同比率にかかる早期健全化基準は１４．０８％となっております。   財産区を除くすべての会計を対象とした全体としての赤字の程度を指標化する連結実質赤字比率につきましても、収支赤字はなく、該当しませんが、同比率にかかる早期健全化基準は１９．０８％となっています。   借入金の返済額等を指標化して、資金繰りの危険度を示す実質公債費率につきましては、１９年度決算と同率の２０．３％となっております。   なお、同比率に係る早期健全化基準は２５％であります。借入金や、将来にわたる負担の現時点での残高を指標化し、将来の財政負担の圧迫度を示す将来負担比率につきましては、２０６％でありました。これは、１９年度決算２１４．２％に比べ、８．２ポイントを改善いたしております。   なお、同比率に係る早期健全化基準は３５０％となっております。   以上、監査委員の意見書を添えて報告いたします。   次に、報告第３号 資金不足比率でありますが、この指標は、公営企業の資金不足を料金収入の規模と比較して標準化し、経営状況の深刻度を示すものであり、瑞穂病院事業会計、水道事業会計及び下水道事業会計が対象となります。   いずれも該当しませんでした。なお、同比率の経営健全化基準は２０％となっております。   以上、監査委員の意見書を添えて報告いたします。   次に、地方自治法の規定による出資比率の２分の１以上の法人に関する経営状況につきまして、報告第４号から第９号まで、順を追って報告させていただきます。   報告第４号 グリーンランドみずほ株式会社の経営状況につきましては、決算売上総利益は１億５，３８３万９４６円であり、運営管理に要する諸費用の合計が１億５，３１８万１，２３９円、差し引きしての利益金につきましては、６４万９，７０７円の黒字決算となっております。 
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  事業報告でありますが、平成２０年度は特定指定管理者として、平成１８年９月１日に締結した基本協定の最終年度となりました。公園管理を初め、スポーツ、レクリエーションの総合施設の運営管理を行い、入込客数等の増加を目指した多種の事業を展開しております。   特に、道の駅さらびきは、地元の生産者直売による野菜市などの客数が、年々、確実に増加をいたしまして、安価で、食の安全を求める利用者に好評を得ているところであります。   施設全体の利用者は、前年度比０．９％増の結果となりました。これは、グラウンドゴルフ場、屋内多目的広場、テニスコートの運動施設等、道の駅売店の利用増によるものであります。   営業収入から見ますと、公園管理部門は、若干、減少となりましたが、道の駅部門、宿泊部門、レストラン部門みずきで売上が伸張したこともあり、全体として、前期と比べ１．８％の増加で推移いたしました。   なお、町からの指定管理料は２，５００万円となっております。   平成２０年度は、開設して１１年目を迎えました。運動施設を初め、宿泊、食事、販売の５施設として、安全で快適な施設利用を掲げ、町内外の方々に大いに利用いただき、町の活性化に大きく寄与できるよう、今後も発展を願っているところであります。   報告第５号 株式会社丹波情報センターの経営状況につきましては、決算の営業収益は、２，９０９万３，１７４円であり、運営管理に要する諸費用の合計が２，８２６万７，６１１円、差し引きしての当期利益につきましては、８２万５，５６３円の黒字決算となり、前期からの繰越利益を合算しますと、当期末処分利益は１０８万３，３３８円となっております。   丹波地域の優先情報システムは、３月末時点での情報端末加入数は２，２３７世帯、インターネット接続サービス加入者数は５９２世帯となっております。   業務といたしましては、加入者に対し、行政情報等暮らしに役立つ生活情報の提供施設を管理運営いたしております。毎日３回の告知放送と、加入者へのファクス一斉送信、インターネットシステムの管理や、センター内部及び分散局などの設備機器の点検管理を初め、道路工事等により支障となりますケーブルや電柱などの移設につきまして、調査・設計・施工というすべての部分につきまして、町から委託を受け、実施しております。   委託料といたしましては、町より管理運営費として２，２７５万７，９８８円の支出であります。   今後、ＣＡＴＶの全町供用開始を念頭に置き、日常の管理運営はもちろんのこと、住民が安心して暮らせる情報の提供や、故障による利用者への不利益の防止に努めるところであり
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ます。   報告第６号 財団法人丹波ふるさと振興公社に関する経営状況につきましては、優良農地の保全、高齢化等に対応した農作業の受委託、また転作作物の柱である丹波黒大豆の維持拡大を図っているところであります。   全体の決算額では、経常収益額６４５万１，９６２円に対しまして、経常費用額５９５万４３９円であり、５０万１，５２３円の黒字となっております。   主な収入は、黒大豆、水稲、飼料作物の作業受託収入１９１万８，９７２円、町からの管理運営補助金は４４９万８，０００円であります。   報告第７号 財団法人瑞穂町農業公社に関する経営状況につきましては、担い手の確保と育成を図り、農地の利用管理や農作業の受委託を推進するとともに、地域の特性を生かした特産物の育成、販売等を行っているところであります。   全体の決算額では、事業活動収入４，８３８万２６４円、支出４，２４５万７９９円、投資活動収入４８６万６，０００円、支出１，１２２万２９５円で、当期収支差額では４２万４，８３０円の赤字となりましたが、これに前期繰越収支差額を加えた次期繰越収支差額は、１７２万３，７５０円となっております。   主な収入は、受託事業収入１，００９万５，０９８円、加工品販売収入１，１３０万２，５９２円、町からの事業運営補助金１，２００万円、瑞穂マスターズハウス及び農園の指定管理料１，０４０万円などであります。   両公社とも健全経営と地域農業の振興に向けて、農作業、受託事業等の拡充を期待するところであります。   報告第８号 財団法人和知ふるさと振興センターに関する経営状況につきましては、都市住民との交流、特産品の販売、普及、観光レクリエーション、農林水産業の振興など、幅広い活動を目的に、道の駅「和（なごみ）」、わち山野草の森等の管理運営、農作業受託事業等を行っているところであります。   全体の決算額では、収入額４億４，３１１万７，３０５円に対しまして、支出額４億３，７４５万７，１４８円となり、税引き後、収支額４５５万４，２４１円の黒字となっております。   主な収入は、営業収入３億３，８８６万１，７２０円、農作業受託収入は４，４９９万２，４３１円、道の駅「和」の指定管理料８００万円、わち山野草の森を初め、町施設に対する管理委託料２，５４１万８，６７１円となっております。   今後とも、健全経営に努めながら、特産品の開発、観光レクリエーション、農作業受託事
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業の充実等による地域活性化の促進を期待するものであります。   報告第９号の社会福祉法人わち福祉会に関する経営状況についてでありますが、わち福祉会は、地域の利用者が安心して施設や在宅で自立した生活ができるよう、総合的な福祉サービスの提供を行っているところであります。   平成２０年度も、引き続き平成１８年４月の介護保険法改正による介護予防重視型の転換などの影響を受け、事業運営に厳しさが見受けられる状況ですが、介護保険事業会計では、経常収入額が３億７，９０５万６５１円、支出額は３億２，９６５万２，５８５円と、４，９３９万８，０６６円の黒字となっています。   また、法人本部会計と介護保険事業会計を合わせた総収入額は３億８，３８６万５，７８０円、総支出額は３億３，０９９万８，６４０円と、５，２８６万７，１４０円の黒字となっています。   さらに、経常経費の節減や事業の効率化に努めるとともに、事業運営の健全化を図り、サービスの質の向上を目指すところであります。   以上、経営状況の報告とさせていただきます。 ○副議長（野間和幸君） 以上で報告を終わります。   本報告につきましては、１０日午前９時から開催の全員協議会において、詳細の説明、さらに質疑応答の機会を設けますので、ご了承いただきますようお願いをいたします。   以上で、本日の議事日程はすべて終了いたしました。   よって、本日はこれをもって散会いたします。  散会 午後 ４時２０分 


